
（仮称）川西市子ども・若者未来計画（案）に係る

市民意見に対する検討結果について

　１　意見募集期間 ： 令和5年1月10日（火）～令和5年2月13日（月）

　２　意見提出人数 ： ６０人

　３　意見提出件数 ： １１８件　
　４　提出意見については別紙のとおりです。
　　　お寄せいただいた意見は、それぞれの項目に分類し記載しています。
　　　ただし、個人等が特定される箇所や内容が募集対象に合致しない意見
    　については、記載していない場合があります。
  ５　意見提出者の氏名については、個人が特定されることがないよう、
　　　アルファベット表記に変えて備考欄に記載しています。



意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

1 【全体】

・人口減少、子どもの減少を想定し、園の統廃合を考慮しているが、異なる方向から
考えてみてもいいと考えています。参考にするのは、明石市です。保育料が2人目か
ら無料（所得制限なし）、子ども医療費が無料（所得制限なし）、給食費無料（所得
制限なし）等々を実施することで、増えている共働き世帯を川西市に迎え入れること
が出来ると考えます。現に明石市は、人口が10年連続で増加です。川西市は、大阪、
神戸にも比較的近く、中核市の尼崎市にも近いにも関わらず、自然豊かな町でもある
ので、政策が伴えば、共働き世帯の増加は見込めると考えます。また、これらの増加
は、久代地区だけではなく、ニュータウンの方にも良い影響を出せるのではないかと
考えます。共働き世帯、子どもに優しい、自然豊かな川西市を進めることで、結果、
問題になっている高齢化の問題も解決出来るのではないかと考えます。

O-1

2 【全体】

私には2人の子どもがいます。下の子の同級生は一人っ子がかなり多く、少子化の進
行を身をもって感じています。近所も、子どもの数が少ないです。少子化を防ぎ、川
西市を絶え間無く活性化させる為には、明石市のように、子育て世帯を呼び込む施策
も必要かと思います。その市で子どもを育てたいか。魅力ある市になってほしいで
す。

F-1

3 【全体】

30代の2児子持ちです。去年川西市に引越してきました。川西市の高齢化、過疎化を
変えるためにも子育てしやすい環境にして欲しいです。同じ兵庫県の明石市を参考に
してください！変えてください！
★川西市の正規職員の削減や、市長・職員の給与カット、事務事業の見直しをもとに
捻出した資金が、こども医療費の無料化や保育所の新設などに利用
・第2子以降の保育料の完全無料化
・中学校の給食費が無償
・使用済み紙おむつの保護者持ち帰りの廃止
・市内全公立幼稚園で給食を実施
・おむつ満1歳まで無料
・公共施設の入場料無料
・水道料金の軽減
・多田保育園と幼稚園の早期の合併（令和8年から検討も動きが遅いと思います）

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年生まで拡充。令
和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償化を実施予定で
す。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
これらの財源については、過去からの行政改革の取組みなどにより生み出された財源を
充当しています。市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるた
めの施策、子育て世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさ
らに進め、「子どもが幸せになる川西」を実現していきます。

S

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
子育て世帯への経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年
生まで拡大しましたが、令和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入
院費の無償化を実施予定です。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

2



意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

4 【全体】

川西市の総合計画にも関わったことがありましたが、その際にも若い世代が住みやす
い川西市にして、子育てできやすいまちづくりをしていく計画を立てたと思います
が、あれから数十年経ちます。しかし、若い世代が減り、高齢者が増えています。こ
どもを育てやすい川西市にしたら、若い世代が戻ってくると思います。計画は立てる
だけでなく実現していくことも大切だと思います。現在のこどもたちのためにもこれ
から生まれてくるこどもたちのためにも施設を減らすことを考えるのではなく、こど
もたちのためにこの幼稚園や施設をどう使っていくのかを地域の人々と一緒に考えて
いただきたいです。

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
子育て世帯への経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年
生まで拡大しましたが、令和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入
院費の無償化を実施予定です。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。
なお、市立幼稚園を閉園した後の施設については、当該地域住民の意向なども考慮し、
まちづくり全体の観点から、施設の活用方法などを検討します。

U-1

5 【全体】

私の子どもの頃とは時代も変わり、人を気軽に信頼できない世の中になったように感
じます。でも人は人のなかでしか成長はできないとも感じます。ですが、高齢者の年
齢と私たち子育て世代では見えない壁があるような気持ちで日々を過ごしています。
新しく立ち上がった川西市のサイトにも子育て世代への心無いコメントを目にしまし
た。正直、私たちの何を理解しているのだろうかと腹立たしくなりました。
園を増やしても保育士が集まらないと施設もただの鉄の箱。だからといって安易に保
育士を集めても子どもへの虐待や適当な保育からの子どもたちの健やかな成長は望め
ない。(難しい問題です)
なので、人数のいない施設をいつまでも運営しても人は集まらないのですからそんな
の早く閉めて、皆が気軽にたちよれる場所に変えていくのはどうでしょうか。
日にちが決まっている公民館などの一室を使って地域開放ではなくて月曜日から土曜
日の指定の時間毎日利用できる地域に密着した子育て世代が利用できる場所。相談で
きる場所を設けたり、家族同士で情報交換をしたり、また施設の外に電話を設けて虐
待されて逃げることができたらそこから受話器をとっただけで助けてくれる機関に電
話がつながったりとか。親が追いかけてきても中から鍵をかければ大丈夫とか、簡単
にこわれない鉄の箱で外から中の様子がみれないようにするとか。
駐車場もあればなおよし。なんて夢みたいだと笑われてしまうのかも知れませんが、
私が将来してみたい夢の話でした。意見に目を通していただきありがとうございまし
た。

子育て中の親子の交流や子育てに関する情報提供等、不安や悩みの相談等ができる地域
子育て支援拠点を全中学校に開設するとともに、キセラ川西に「こども・若者ステー
ション」開設を行うほか、令和4年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配
置するなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行っています。
また、市立幼稚園を閉園した後の施設については、当該地域住民の意向なども考慮し、
まちづくり全体の観点から、施設の活用方法などを検討します。

W
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意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

6 【全体】

子育て支援の充実についてです。親の子育てを楽にする支援をするのではなくて、親
がしっかり子育てできるように親の支援をすべきだと思います。今の支援の仕方は、
親は、子ども産んだらあとは預けたら仕事できますよ！という風潮がある気がしま
す。親としての責任をしっかり果たせる、果たすべきという風潮を作るべきです。
具体的には、産休や男女どちらも育休がとれるという制度やフレックスタイム制など
はどんどん広げるべきだと思います！大人がまず、組織や考え方を変えるべきです。
産んだらすぐに預けることができる施設や、長時間保育などはやりすぎだと感じま
す。そこの支援をしてしまうと、親が責任をもたなくなる気がします。育児を他人に
任せるのではなくて、なるべく親が育児をできる環境、風潮にしてほしい。このまま
では、どんどん不安定な子どもが増えていきますよ。大変だけれど、自分の子どもを
育てられるのは自分たちだけです。悩みを共有できる場所や機会を増やすなど。あと
は、そういうアピールが大切だと思います。風潮を変えていってほしいです。子育て
が他人任せな風潮が広がっています。オムツも幼稚園がとってくれるからやらなくて
いいねん！とか、お箸の持ち方も学校が教えてくれるからいいとか。そうでない方も
たくさんいてると思いますが、そういう雰囲気が良くないと思います。親世代へのア
ピール方法を変えてほしい。少子化の原因はそこにあるのではないと思います。それ
で余ったお金は子どもの教育に使ってほしい。それは、川西市独自でもできると思い
ます。期待しています。

子育てについては、ご家族や幼稚園や保育所等、学校だけではなく、地域・行政・関係
団体などが協力をしながら、地域全体で子どもたちや子育て世帯を見守り、支えていく
地域づくりが必要であると考えており、本計画に基づき、基本理念の一つに掲げている
「子どもたちの成長を支えあえるまちづくり」をめざしていきます。
また、市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、
子育て世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、
「子どもが幸せになる川西」を実現していきます。

AC

7
【全体】

若者を取り入れる為に住んでみて感じることは、
・子どもに特化した総合病院が少ない（尼崎医療センターのような）夜間でもすぐに
対応してくれる病院。
・キセラ川西周辺のコンセプトがイマイチかと。（店舗など若者ウケするものが少な
いのとパチンコ屋がちょっと邪魔しているような）
・新しく出来た川西総合病院医療センター周りの古い団地など思い切って無くした方
が病院へのアクセスや見栄えも良くなるのでは。駅からの道の街灯を白ではなく電球
色にするなど。
・子ども達が思い切って遊べる広い公園や新しい遊具がある公園が無い。ポツポツは
あるがアップダウンがあり死角が多い公園が多いように思います。芝生一面広々した
公園などがあれば良いのではと思います。
・川西には有名な西野さん、西畠さんなど若い世代に影響力がある人がいますので協
力してもらえればより興味を持たれる市になるのではと思います。
以上、もうすでに動き出している計画もあると思いますが川西市が良くなるようにと
思い私が感じた事を記載させていただきました。

公園については、ルールや遊具などは市が一方的に決めるのではなく、地域のみなさま
と対話をしながら決定したいと考えています。地域主体の特色ある公園づくりに取り組
むにあたり、アドバイザーを派遣しワークショップなどの支援をしていく予定です。

B

4



意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

8 【全体】

国に言うべきかもしれませんが、コロナ時の子育て応援金、子ども手当、何もかもな
い子ども達は、国に応援もされない必要のない子なのでしょうか？最近、色々な事か
ら排除され、悲壮感が高まっています。子ども2人以上いるだけでも社会貢献してい
るのに、（将来、税金を納める人を育てていると言う点で）頑張って所得を上げた人
は、自分達でどうにかしろ。というのでは、子どもは増えません。子どもに関する事
は、全て平等にお願いします、

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
子育て世帯への経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年
生まで拡充。令和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償
化を実施予定です。なお、所得制限については、子育て施策に限らず実施する施策の目
的や効果を考えた上で判断します。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

F-3

9 【全体】

第2の明石市と呼ばれるような先進的な子育て・若者政策のモデルケースとなり、周
辺自治体を牽引する存在になってほしいと考える。
最後に、市の財政健全化は重要課題だと思うが、何でもかんでも統廃合・廃止・削減
を志向するのではなく、子ども・若者や必要とされる部分には、格差の縮小に努め、
多少の採算は度外視してでも積極投資していくことが将来的な川西の域内経済を支え
るものになるので、安定的な予算確保に努めて頂きたいし、特に、清和台の保育園廃
園についても市民の多様な立場から慎重に考えて頂きたい。

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年生まで拡充。令
和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償化を実施予定で
す。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。
なお、清和台幼稚園については、財源面ではなく、市が必要だと考える集団教育を提供
することができないことから、令和5年度末を目途に閉園とする方針としています。た
だ、子育て施策に限らず、少子化や人口減少社会の中で持続可能な行政運営を行うため
には、公共施設の統廃合だけではなく、事業の見直しを同時に実施していきたいと考え
ています。

R-5
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意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

10 【全体】

計画案だけを読み進めていくと、「子ども・若者」として若年者に支援等していくだ
けでなく、学力面や精神面はもちろんのこと、川西市に住み続けたい、市外に移転し
ても戻ってきたいと思う人材を、普段から家庭や学校で養っていくことも必要ではな
いかと思います。その他の世代に対しての支援政策はどうなのかという面もあります
が、しっかりと市として教育面も支援する体制をお願いしたいと思います。

令和5年度は「政策は子ども・教育から始める」という方針の下、2カ年かけて中学校で
数学・英語を少人数で授業を受けることができる体制を整える予定です。令和5年度中に
策定予定の「教育大綱」の中で、教育の方向性についても明記していきます。

AJ

11 【全体】

子どもを大事にする市は栄えることが間違いないので大いに期待しております。まず
は財源確保です。川西市は二言目にはお金がないと聞いているので・・・何をするに
もお金がないとただの絵空事になります。子育てって、手がかかるときはそんなにお
金はかからないです。本当にかかるのは手がかからなくなってからなんです。親の所
得で、習い事や旅行などの経験に差が出ているという記事を読みました。大阪市は所
得制限ありの塾の補助があるそうです。行きたくても行けない子どもが出ないよう
に、とりわけ教育格差には気を配ってもらいたい。子どもの権利ばかりでなく、義務
もセットで運営できると尚良し。例えば、市から補助等受けたら市のイベントなどで
ボランティアに従事するとか。そこで雇うはずだった人の人件費が浮くのでそれをま
た子どものために使うという具合で。子なし夫婦や、子育て終えた世代、年寄り全て
に理解を得るのは難しいでしょうが、子育てに使うお金は惜しまない川西市って言わ
れるようになったときがこの計画が成功と言えると思います。

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
子育て世帯への経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年
生まで拡大しましたが、令和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入
院費の無償化を実施予定です。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

E-1

12 【全体】

（4）窓口やサービスの名称が多すぎて、いつ、どこに、だれに、相談すればいいか
分かりません。例：子育てコーディネーター、こども家庭センター、こども・若者ス
テーション、ファミリー・サポート・センター、子育て世代包括支援センター、保健
センター、入園所相談課、こども若者相談センター、総合センター

窓口やサービス名称については、市民のみなさまがわかりやすいように引き続き改善を
図ります。

AH-4
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意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

13 【全体】

未就学児を育ててますが仕事と子育てが両立できるような政策を希望します。明石市
のように川西市も独自の子育て支援を希望します。
※子ども医療費の無償化（所得制限なし18歳まで）、第二子以降の保育園3歳までの
無償化、学童保育サービスの充実（小学生低学年で入れるように）
→川西市も独自で子育てサービスを充実させると住みやすい街と認識され関西圏から
の移住者が増えると思います。北摂、宝塚、神戸付近に比べると地価も安いので、明
石市のようにサービスをアピールすると子育て世帯で川西市に住みたいと思う人が増
えると思います。

令和5年7月診療分から乳幼児等医療費およびこども医療費助成制度について所得制限の
撤廃を実施します。同時に高校生等（15歳に達する日以降の最初の3月31日を経過し、18
歳に達する日以降の最初の3月31日を経過していない者。）の入院費用を所得制限なしで
無料化します。
また、第2子以降の保育料無償化につきましては、多額の財源が必要となるため、現時点
で直ちに実施する予定はありません。今後、他の子育て施策との優先順位や財政の将来
見通しなど含めて検討します。
学童保育サービスの充実（小学生低学年で入れるように）については、利用登録定員を
超える見込みがあった場合、低学年が優先的に利用できるよう配慮をしていますが、保
護者の就労日数や時間なども含めて点数化し、優先順位を決めています。民間クラブの
誘致および夏期休業期間中のみのクラブ開設の拡充などにより育成クラブの待機児童解
消の取組を進めるとともに、開所日の拡充などにより学童保育サービスの充実を図りま
す。

AA

14

【2ページ】
第１章
２
国における近年の
動向

国で現在検討中の「異次元の少子化対策」を待って記載してください。
本計画は第2期子ども・子育て計画の中間見直しに併せ、令和4年度中に策定をする必要
があり、ご意見の内容については、現在国で検討中であるため、記載することができま
せん。

AV-1

15

【16ページ】
第２章
３
（１）－③
待機児童数の推移

待機児童の推移について、令和4年で国基準の待機児童が0となったことは評価でき
る。今後は、ぜひ潜在的な待機児童の把握・解消にも努めてもらいたい。昨春川西市
北部に引っ越してくるために、予め令和4年4月入所で申し込みを行ったが、通える範
囲のものは軒並み入所受け入れ枠がないとの結果であった。また令和5年申込みにつ
いても同様の結果であった。川西市の認可保育施設への申し込みは第10希望まで記載
可能ではあるものの、自宅と通勤先、通勤手段、兄弟の扱いを考慮すると北部＆中部
地域では市立・民間含めてそれほど多くの選択肢があるわけではないと感じている。

令和4年4月1日の国基準の待機児童は0人となりましたが、国基準外の待機児童がいるこ
とや、年度途中では待機児童が発生していることは課題だと認識しています。また3号認
定が充足していない状況があることから、地域ニーズも考慮しながら、提供体制の確保
策を早急に検討していきます。

AI-1

16

【34ページ】
第３章
１
基本理念

（1）基本理念「人生最高のスタートを」について、人生におけるスタートとはどの
タイミングであると想定しているのですか？ポジティブな雰囲気は感じられるのです
が曖昧さも感じます。この質問にズバリの答えが欲しいというよりは、基本理念にど
んな意味を持たせているのか読み取れずにいる（読み取りにくい）ことを伝えたいで
す。

産前から産後、子育て期間から若者に至るまでの間のサポートをしっかりしていくとい
う思いです。単に、子育て世帯への経済的な支援だけではなく、子どもが自身の力や家
庭の力だけで解決できない課題に寄り添っていく決意を基本的な考えとして示していま
す。

AH-1

17

【34ページ】
第３章
１
基本理念

P34理念に関して、「希望が持てる未来を」では、具体的な方向性が不明確である。
未来を作るのは子ども・若者であるし、市の役割としては、希望が持てるような人作
りや地域作りなど環境を整えることではないのか。理念にしっかりと書き込んでほし
い。

ご意見を踏まえ、基本理念の考え方に追記します。 BH

7



意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

18

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）
親と子のいのちと
健康を守る

妊婦健診にかかる交通費の補助(他の市で負担額が100円になるようにバスのチケット
が出ていました)新生児の1ヶ月健診はどの人も必ず必要であるためその補助を行って
ほしい。

ご提案の補助制度については実施する予定はありませんが、国制度により令和5年1月か
ら妊娠届出時、産後の面談後に各5万円の妊娠・出産給付金を支給しています。市施策と
しては、低所得妊婦へ初回の産科受診料の上限1万円の助成など、妊娠期から子育て期に
わたる支援を進めることとしています。

I-1

19

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

産後ケア事業の受け入れの日にちを増やしてほしい。また、施設が限られてしまって
いるため選択肢を増やせるよう施設などの誘致を行ってほしい。

産後ケア事業は、産後の支援を受けられない方や育児支援を特に必要とする母子に対し
て、心身の安定と育児不安を解消し、産後も地域の中で安心して子育てができる支援体
制を確保することを目的にしており、ご家族の状況に応じて次の支援につなげるサービ
スとなっています。子育てへの不安に寄り添い、利用者に合わせたケアの提供や、ご家
族の状況に合わせた事業所の提案など、個別的な支援ができるよう努めています。現
在、受け入れ日数につきましては、近隣市町比べ多く設定しています。受け入れ施設に
つきましては、令和5年度の拡充を検討しています。
今後も施設の条件や受け入れ状況を鑑みつつ、限られた財源を有効活用しながら安心し
て妊娠・出産・子育てができるよう、産後ケアの充実に努めていきます。

I-3

20

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

・産後ケア事業や妊婦健診の助成を手厚くしたら、これから拠点を決めようとする若
い世代の需要をさらに見込めると思う。妊婦健診も助成があっても助成内では健診費
用が収まらず、実質高額費用を払わざるを得ない。子どもが生まれる前から他市にな
い支援をすることが重要と考える。国からの10万円給付はありがたいことではある
が、やはり一過性のものに過ぎない。継続性のある安心な政策が欲しい。

産後ケア事業につきましては、近隣市町に比べ、利用できる日数が多く、利用にあたっ
て所得制限を設けないなど、利用しやすい環境を整えています。受け入れ施設につきま
しても令和5年度の拡充について検討を進めています。
また令和5年1月から妊娠届出時、産後の面談後に各5万円の妊娠・出産給付金を支給、令
和5年度から出産育児一時金を50万円へ増額、低所得妊婦へ初回の産科受診料の上限1万
円の助成、中学3年生までの入院・通院の医療費と高校3年生までの入院の医療費につい
て、所得制限なく無償化します。これらの取り組み等で、妊娠期から子育て期にわたる
支援を進め、これからも安心して子育てができる環境づくりを進めていきます。

O-8

21

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

・産婦人科も少ない。人口減少の中で産婦人科は難しくても、産後ケア事業を推し進
めていくなど手厚い産後のケアや子育て政策は、若い世代を惹きつけるものがある。
また、産後ケア事業としては、最近「産後ケアホテル」が脚光を浴びている。産婦人
科が少ない中、そういったケア事業の招致にも力を入れていくのも一案かと思う。

産後の支援を受けられない方や育児支援を特に必要とする母子に対して、心身の安定と
育児不安を解消し、産後も地域の中で安心して子育てができる支援体制を確保すること
を目的に産後ケア事業を実施しており、令和5年度からの受け入れ施設の拡充に向けて検
討を進めています。本市においては、キセラ川西プラザに「こども・若者ステーショ
ン」を開設し、子育てコーディネーターを配置するなど、身近な場所での産前から子育
て期の方の相談や悩みに寄り添える環境整備に努めており、妊娠期から出産・子育てま
での一貫した支援に取り組んでいきます。

O-9

22

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

（3）No.21「産前ケア事業」について、実施内容に具体性がない。サポート内容の検
討もこれからですか？

産前から出産までをサポートする「(仮称)産前ケア事業」の実施を検討しています。今
後、産前に必要なケアのニーズ把握や他市町の取り組みなどを参考にしながら、安心し
て妊娠・出産できるサービスとなるよう事業の内容を検討し、産前から出産・産後、子
育てまで一貫して支援できる環境づくりに努めています。

AH-3
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号
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（該当のページ、
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意見の内容 市の検討結果 提出者

23

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

産後ケア事業、産後ヘルパーですが、現在、生後6ヶ月までになっていますが、是非
生後1年にしていただきたいです。現在、子育て支援室で仕事をしておりますが意外
と、6ヶ月すぎて一歳くらいまでも母親の体調不良や母乳についての悩みなどあるこ
とがわかります。是非検討してください。

産後ケア、産後ヘルパーともに現在、生後6か月未満の産婦と乳児としています。とくに
産後ケアにつきましては、受け入れ施設や受け入れ数が限られているなか、すでに利用
状況が飽和状態になっており、生後1年までの方を対象とすることは、現段階では難しい
と考えています。いただいたご意見を参考にしながら引き続き、施設の条件や利用状況
を鑑みつつ、限られた財源を有効活用しながら今後も安心して妊娠・出産・子育てを一
貫して支援していけるよう、取り組みの充実に努めていきます。

AK

24

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）-①
母子保健サービス
の提供

・久代地区は最近人口増加しているが、医療機関が少なく不便である。若い世代が多
いにも関わらず、小児科や内科・小児歯科もほとんどなく、伊丹市の医療機関を受診
している人が多い。ただ市外のため、予防接種を受けるだけでも市役所に申請を出し
てという手間が入る。申請の手間もあり、予防接種を受けていない子どもも多数いる
と思われる。阪神6市は難しくても近隣の宝塚市と伊丹市との間では申請書類を省く
協定を取り決めるなど、共働き世帯や小さい子どもを育てる保護者の負担を減らす取
り組みをしてほしい。それが子どもの予防接種を促進する中で、効果的かと思う。

予防接種法に基づく定期接種は、ワクチンの確保・精度管理等の観点から市医師会に委
託して実施しております。そのため、市外の医療機関で接種される場合、他市での接種
依頼の手続きが必要となります。現状では、事前の手続きについては、一定期間の定期
接種をまとめて申請することや、郵送での申請も可能です。手続きの簡素化について今
後検討していきます。

O-6

25

【40ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

・妊婦健診の助成の一つに歯科検診があるが、久代地区をはじめ登録医療機関数が少
ないのに気づく。住民サービスという観点から、歯科医師会や医師会に所属していな
い医療機関にも協力を仰がないと住民サービスに影響が出る。

妊婦歯科健診は、(一社)川西市歯科医師会の協力のもと、実施しています。受診できる
歯科医院に地域的なばらつきがあるため、今後もより多くの歯科医院で受診できるよう
協力を求めていきます。

O-7

26

【41ページ】
第４章
基本目標１
（１）－①
母子保健サービス
の提供

（2）P.41の表中No.11「子育て世代包括支援センター」というのは取組みの名称なの
ですか？

取組名称として、「子育て包括支援センター（母子健康包括支援センター）の推進」と
改めます。

AH-2

9



意見番
号

意見の分類
（該当のページ、
項目など）

意見の内容 市の検討結果 提出者

27

【42ページ】
第４章
基本目標２
子どもに応じた教
育保育を提供する

7.私たちの活動から見えてくる川西市の課題「計画案」に照らして、私たちの活動を
通して見えてくる課題点について、以下、要望も含めて書きます。
7-1.保育と小学校の円滑な接続について「計画書」の「第3章計画の考え方」の「2基
本目標」の「2.子どもに応じた教育保育を提供する」において、以下の記述がありま
す。「各施設においては、教職員が能力の向上を図り、相互理解を深めることによ
り、それぞれの施設における教育保育を充実させるだけでなく、小学校生活への円滑
な接続をめざし連携を強化します。外国ルーツの児童と、その家庭は、言葉や文化の
違いなど、この課題における固有の困難を抱えていると感じます。その支援のため
に、市行政の業務として、支援手順のフローチャートを作成し、関連部署が横断的に
これを活用する体制を構築することを提案します。想定される支援としては、外国
ルーツの児童が、幼稚園・保育所から、小学校に入学する際、幼稚園・保育所からの
情報をもとに、就学前健康診断や、入学説明会、教材の準備など、日本語ネイティブ
でない保護者をサポートする手順を整えることが課題の一つとしてあげられます。ま
た、転入に際しては、校長・教頭・担任・ALT・多文化共生サポーター・市費通訳翻
訳支援員など、そして保護者も揃って、入学後の児童の支援について、コミュニケー
ションを取れる場を設定することが有効な方法になるのではと考えます。保護者の国
籍が日本であっても、日本語や日本の学校の制度・慣習についてよく知らない場合も
あり、その点にも留意する必要があると考えます。市として、そのようなケースにお
ける、支援のためのフローチャートを作成し、幼稚園・保育園と小学校との連携に
よって、事前に支援計画を立てることが必要なのではないでしょうか。適切で、安心
できる支援手順を政策として確立することにより、当事者が市内のどこでにいても同
様のレベルの支援を受けることができるようになります。外国ルーツの人々が、川西
市民として安心して生活を営むことができるような条件の整備を通して、共生の街と
しての川西市の活性化に資するものと考えます。兵庫県教育委員会の「外国人児童生
徒のための受入れハンドブック」は、そのようなフローチャートを作成する上で、参
考になるものと考えます。

外国人児童生徒等の受け入れについては、兵庫県教育委員会の「外国人児童生徒のため
の受け入れハンドブック」に基づき、各学校と関係部署とで連携し対応しているところ
です。
また、就学時のサポートについては、就学前施設に担当課をお知らせして外国人幼児に
関する情報を提供いただくと共に、幼児や保護者への支援について、関係部署と連携し
て対応していきます。
個別の支援については各園所で必要に応じて指導計画等を作成し、園所内で共通理解し
て対応しています。就学時には学校への引き継ぎを行い、連続した支援が行えるよう努
めていますが、今後も引き続き連携を深めていきます。

AO-5

28

【42ページ】
第４章
基本目標２
（１）－①
就学前の教育保育
施設の整備

質問②計画案42Pにある「私立幼稚園のこども園化への支援」は本当に新規事業なの
か。上記のように加茂市議は「以前もやっていたが、民間にメリットがないので手を
挙げるところがなかった」と言っていたが、事実はどうなのか？

市としては、これまでも美山幼稚園などが幼稚園からこども園へ移行する際に支援を
行ってきました。令和2年度に幼保連携型認定こども園への移行を希望する私立幼稚園を
募集しましたが、応募はありませんでした。ただ、民間幼稚園にメリットがなかったと
いう認識ではありません。今後も2号認定の利用希望率の増加が続くと想定しており、各
私立幼稚園へヒアリング等を行いつつ、さまざまな手法を活用して、幼保連携型認定こ
ども園への移行等を支援し、定員確保を図ります。

AP-2

29

【42ページ】
第４章
基本目標２
（１）-①
就学前の教育保育
施設の整備

せっかく文化の違う保育園と幼稚園が一緒になるのであれば、幼稚園のいいとこどり
（授業のような感じの机に向かう姿勢）保育園のいいとこどり（延長ではない長時間
保育）をしてそれぞれの園に特色を出してほしい。
・このこども園は自然に触れるを重きに置いている。
・このこども園は習い事が出来る。
・このこども園は運動に力を入れている。など。
今以上に共働きが今後も増えると予想されるので、川西市でも園に行く前、能勢口の
駅に各園に送ってもらえる送迎ステーションがあればすごく助かります。

これまで整備してきた市立幼保連携型認定こども園においては、従来の市立幼稚園と市
立保育所が培ってきた経験とノウハウを活かした教育保育を実施しています。また、市
立園については、市全体として一定の質が担保された保育を実施する必要があります。
なお、送迎ステーションについては現時点では実施予定はありませんが、他市の事例な
どを研究したいと考えています。

V

10
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30

【42ページ】
第４章
基本目標２
（１）-③
教育保育関係者の
確保や研修、連携
等の実施

公教育についてお尋ねする。昨今、進学率が上昇傾向にある一方で、進学・就職と
いった観点をベースにした教育が営まれ、学歴偏重・暗記重視型の教育土壌の形成に
より、政府も私学無償化、塾代助成などの施策ばかりを唱え、教育のビジネス化・実
学重視、私学重視・国公立軽視の様な流れに拍車をかけ、自治体も追随している傾向
にある。
本質的な教育格差の是正には程遠いと思われ、今こそ公教育が重要であり、各種公立
学校の教育の在り方・質が問われているものと思われる。特に、教員のなり手不足の
深刻化、（授業・講義外の）事務処理などの負担が大きいことも教育の質の確保に少
なからず負の影響を及ぼすものと考えられ、川西市内において、当該事例のような課
題が存在しているのか、事例があれば、職員に対する何らかのケア・対策が必要だと
考えるが、市としてはどの様に捉えているのか伺いたい。

市立の学校が活動の根拠とする学習指導要領では、基礎、基本の習得を大切にしなが
ら、それらを身につけた上で主体的に学んだり判断したり、解決できる資質や能力の養
成を目指しています。また、学習面だけでなく、自らを律し他人と共に協調し、他人を
思いやる心や感動する心などの豊かな人間性を育むことを目標としています。この方針
に従って公教育を推進していきたいと考えます。
また、教員の働き方改革も喫緊の大きな課題と捉えています。国も教員の待遇改善を目
指して動きを加速させています。本市としては、各校で取り組むことが可能な業務改善
の具体的事例を紹介したり、ＩＣＴの導入による時間短縮等に取り組んでいます。今後
は国や県の動きと合わせて効果的なものに繋げていきたいと考えています。

R-3

31

【43ページ】
第４章
基本目標２
（１）-③
教育保育関係者の
確保や研修、連携
等の実施

「保育士等宿舎借り上げ支援事業」を削除してください。
理由：法人等に対して宿舎借り上げ支援は不要。税金ですべきではない。

保育士等の不足が深刻な社会問題となっていることから、保育士等確保のため、今後も
国の補助制度を活用し、保育士等の宿舎を借り上げるための費用の全部又は一部を支援
することによって、保育士等が働きやすい環境を整備していきます。

AV-2

32

【43ページ】
第４章
基本目標２
（１）－③
教育保育関係者の
確保や研修、連携
等の実施

日本（川西市）を支えていくべき子どもたちの学習力低下、社会に出た時に収入低
下、ニート増加が大問題。
1．小学生や中学生その他の学校の先生（サポート先生・人材）の人数増加。
2．サポート先生の知識レベルの強化。現在は低レベルすぎる。

学校現場への人材配置を重点的に行っています。教員の業務を支援するスクール・サ
ポート・スタッフを全ての小中特別支援学校へ配置し、特別支援学級在籍児童・生徒の
介助、学習支援や課題を持った児童・生徒の支援を行う加配職員の配置も市独自に行っ
ています。令和5年度より、少人数による指導をより多くの学年で実施するために、少人
数指導加配教員を市独自に配置する予定です。他にも教室へ登校しづらい児童生徒の学
びの機会を保障し、子どもの居場所をつくるため市内全小中学校へ校内フリースクール
を設置します。
サポートの教員のレベルが著しく低いとは思っていませんが、職員のニーズや課題に合
わせた研修を実施するとともに、学校教育に関わる方の資質能力向上のための学びの場
を、継続して検討していきます。

J-1

33

【43ページ】
第４章
基本目標２
（２）－①
多様な保育サービ
スの提供

国が育児休業の取得促進等を実施している中で、年度途中にでも保育所に入園できる
ように、より弾力に運営していただけるような仕組みがあるのもありがたいと考えま
す。

O-2

34

【43ページ】
第４章
基本目標２
（２）－①
多様な保育サービ
スの提供

・保育所は4月でないと実質入所できなく、育休の途中で切上げざるを得ない保護者
が多い。しっかり1年間いつでも入れる体制を整えることで、保護者の復帰や第2子を
待望する気持ちも増える。そのためには、保育所の増加や受け入れ人数の増加、保育
士の増加など課題は多いが、やはり他市にない支援が欲しい。

O-10

保育を必要とする方が、年間を通して、保育所等に入所が可能となるよう、受入定員の
拡大などについて検討していきます。

11
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35

【44ページ】
第４章
基本目標２
（２）－②
放課後児童対策の
充実

・共働き増加、核家族増加の中で預け先がない。小1の壁で、学童保育を利用してい
てもお盆時期や年末年始の暦通りでない休みは苦労する。尼崎市や伊丹市、西宮市は
暦どおり預かってくれている。病児保育も市内1箇所のみ、受け入れ人数もかなりの
少数でいつも預けれない。

留守家庭児童育成クラブについては、令和5年度から、現在閉所としている年末年始の
内、12月28日及び1月4日、入学・卒業式を開所し、保護者負担の軽減を図っていきま
す。また、お盆の期間については、年次的に拡充することを検討します。
市内の病児・病後児保育については、おひさまルームにて1日3名を定員として受け入れ
をしているほか、企業主導型保育所においても2箇所受け入れを行っており、病児・病後
児保育の提供については、企業主導型保育所などが補完することで、市内におけるニー
ズを満たすだけの体制は整っているものと考えています。

O-4

36

【44ページ】
第４章
基本目標２
（２）－②
放課後児童対策の
充実

・小学校では、給食のない日や学校のない休みは学童で必ずお弁当がいるなど共働き
世帯への負担。西宮市のある学校では希望者にはお弁当を手配するなどの事業（料金
は有料）もあり。民間事業者と提携してそのような事業も始めれば共働き世帯の多い
今、需要は見込める。（学童預けている保護者にアンケート等実施して需要調査して
もいい）

現在、市立留守家庭児童育成クラブでは、学校休業日を弁当持参としていますが、希望
する児童に対しては、令和5年度から夏期休業期間中は、中学校給食センターの事業者に
よる自主事業として昼食配食サービスを実施します。

O-5

37

【44ページ】
第４章
基本目標２
（２）－②
放課後児童対策の
充実

（5）留守家庭児童育成クラブは2023年夏から児童の受け入れ時間を増やす話を聞い
ていますが、それに伴う人員増の策が不明瞭だと感じます。サービス向上は利用者に
とってはありがたいですが、そのために必要な人員や研修はどのように確保されるの
でしょうか。

留守家庭児童育成クラブについて、令和3年7月から学校休業日の開始時間や学校休業日
を含む延長育成の時間を拡充しており、令和5年夏からさらに受け入れ時間を増やすこと
は考えていません。
人員については、引き続き求人媒体を活用した支援員の確保に努める一方で、人材派遣
等の民間事業者を活用した確保方策も進めていきます。また、支援員の研修について
は、内部の支援員研修の実施や、兵庫県や兵庫県学童保育連絡協議会等の主催する研修
講座への参加を活用し、支援員の質の向上を図ります。

AH-5

38

【44ページ】
第４章
基本目標２
（２）－②
放課後児童対策の
充実

P82③について、表にある量の見込みが現状と合わないと思います。実際、見込みが
あっておらず、我が子も望まぬ待機児童となっています。中学生になれば、長期休暇
でも部活動などがあり、ある程度規則正しい生活ができると思いますが、小学生の時
期では、学童に行くなどがないと、親がいない中で規則正しい生活が難しいと考えま
す。子どもの健全な育成を願うのであれば、親も子も安心して生活ができるよう、待
機児童ができないように、余裕をもったクラブ運営ができる計画をしてほしいです。
全体を通じ、現状をベースに考えられているように感じますが、新たな市民の流入を
目的にした計画にして（そう感じられるもの）いってほしいと思います。

本計画(案)の量の見込みは各年度5月1日時点を基準に算定しているところです。令和5年
度の入所については、入所調整や民間留守家庭児童育成クラブ及び夏季休業期間中のみ
の育成クラブへの変更などにより、入所ができていない児童数は変動する可能性があり
ます。今後、5月1日時点の状況を見極めたうえで、再度精査し、夏期休業期間中のみの
クラブ開所や民間クラブの誘致などを検討し、待機児童の解消をめざしていきます。

AU

39

【46ページ】
第４章
基本目標２
（２）－③
子育てに関する相
談・学習機会等の
拡充

保育園や幼稚園のニュースが増えた中、今現在信頼して預けていた場所がどれだけ親
にとって大切か、昔から信頼されて、周りの反応を参考にすることにどれだけ必死に
なっているか、考えて下さい。納めたお金が増えてきて、共働きが多い今、1から見
極めるという事でしょうか。大人数を一気に見るという事に反論はしませんが、私
は、我が子は大人数とはいわない今の環境で1人1人、目を見て、保育してくださる環
境に大変、感謝しております。保育園、幼稚園、こども園、一番に考えるべきはどれ
だけ子どもが伸び伸び育てるかではないですか？同じ境遇の子ども達ばかりではあり
ません。それぞれのメリットを活かして園を選びます。親同士も似た境遇だからこ
そ、話をしたり子育てのモチベーションを上げています。それがどれだけ子どものた
めなっているか。子ども目線で見直して下さい。こんな状況ではもう、子どもがほし
くても産めません。

本市では、全中学校区での地域子育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ス
テーション」開設や令和4年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置する
など、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を引き続き行うとともに、子育て
家庭同士がつながりを持てる環境整備を推進します。

AW

12
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40

【46ページ】
第４章
基本目標２
（２）－③
子育てに関する相
談・学習機会等の
拡充

・アプリ「子育てnavi」があまり活用されていない。市内のベビーイベントなどを一
括で見れるようにしてほしい。調べることも大変でなかなか参加することができな
い。豊中市から移住してきましたが、そちらでは見やすいアプリがありました。

いただいたご意見と他市の取り組み内容も参考にしながら、アプリの活用について検討
していきます。

T-1

41

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子ども医療にかかる保護者負担額について。
川西市では現在、子どもを病院で診ていただく際にかかる自己負担金額について所得
による差があります。我が家は所得制限により、子どもの医療費を3割負担していま
す。近隣の池田市では所得による費用の差はなく、どの子も月1,000円までの自己負
担で医療を受けられます。大変うらやましく、池田市に住めばよかったと後悔してい
ます。川西市でも池田市などのように、所得による医療費の差別をなくしてもらいた
いです。所得により所得税住民税が累進課税になるのは当然だと思いますが、子育て
においては違うと思います。我が家のようにギリギリ所得制限にかかる家庭は決して
楽な暮らしをしているわけではありません。これから結婚して子育てをされる方々
も、子育て政策の充実を他市と比較されると思います。是非検討して頂きたいです。

A

42

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子ども3人抱える母です。仕事もフルタイムです。「こども医療費助成制度」につい
てです。昨年より市民税が2,000円オーバーとのことで所得制限にひっかかり、こど
も医療費の助成が受けれなくなりました。今年、インフルエンザに感染し診察、薬代
だけで一人約8,000円の自己負担が発生しました。また病気を疑いMRIの検査を勧めら
れましたが、負担が大きく躊躇しておりました。現在所得制限がありますが、親が苦
悩することなく子ども達には平等な医療を受けさせて欲しい。物価も上がっており、
今の現状医療費だけでもかなり負担が大きいです。できれば所得制限だけで見るので
はなく、子どもの人数も加味して欲しい。また所得制限の基準も上げて欲しい。子ど
もたちが健康で安心して暮らせるよう、よろしくお願いいたします。

D

43

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子どもの医療費。所得制限を外してください。子どもは平等です。子どもを平等に
扱ってくれる都市はやはり魅力的です。子どもに優しい川西市をお願いします。子ど
もを複数持つには収入も必要です。その為に、収入を上げたら医療費の恩恵から外さ
れるのは何とも酷い話です。

F-2

44

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

こども医療費助成制度について、現在は小学4年生から中学3年生までが医療費の助成
対象ですが、今後0歳から18歳までの継続した子育て支援、経済的な負担軽減の観点
から、助成対象を高校3年生の18歳まで拡充して欲しいです。

N

令和5年7月診療分から乳幼児等医療費およびこども医療費助成制度について所得制限の
撤廃を実施します。同時に高校生等（15歳に達する日以降の最初の3月31日を経過し、18
歳に達する日以降の最初の3月31日を経過していない者。）の入院費用を所得制限なしで
無料化します。
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45

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子どもの医療費の無償化の所得制限を撤廃、もしくは、例外的な対応を申告に応じて
対応するなどしていただきたいです。
46歳市内在住で三児の父親です。子どものうち2人が食物アレルギーがあり、誤飲、
誤食が発生する事が気を付けていても発生し、アナフィラキシーショックの症状が出
る重度のアレルギー体質の為、救急病院の問診の後に緊急入院という事が発生しま
す。幸いにも最短期間での入院で今のところ済んでいるのですが、医療費は高額にな
ります。
共働きをしているため世帯年収的に所得制限の対象になるので、子どもの医療費を支
払う必要があるのですが、この入院などが数度発生すると共働きをしているからこそ
の出費が大きく、働いて得ている報酬を減らした方が良いのでは、と考えることもあ
ります。
財政的に何らかの制限をかける必要があるかもしれないという事は費用が一般的な医
療費とも異なる事、そして、発生リスクも高いこともあるので、例外的な対応など、
医療機関のエビデンスを持った申告に応じて、所得制限の対象から外すなどの対応を
するなどを検討していただく事を意見させていただきます。
発生頻度が高い事、医療費が高額なこともあり、川西市での子育てをすることを難し
く感じ、引っ越しも検討しないといけないと考えることもあります。
川西市の住環境も好きであり、世帯年収に応じた対応が必要な保育料金制度など理解
して受け入れているのですが、この医療費の無償の対応に関して、柔軟な対応をして
頂きたいと考えます。
ご検討よろしくお願いいたします。

令和5年7月診療分から乳幼児等医療費およびこども医療費助成制度について所得制限の
撤廃を実施します。同時に高校生等（15歳に達する日以降の最初の3月31日を経過し、18
歳に達する日以降の最初の3月31日を経過していない者。）の入院費用を所得制限なしで
無料化します。

AN

46

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子ども子育て施策のうち経済的負担軽減として
①こども、乳幼児等医療費助成制度の所得制限撤廃
②第二子以降の保育料無償化
をしてほしい。

令和5年7月診療分から乳幼児等医療費およびこども医療費助成制度について所得制限の
撤廃を実施します。同時に高校生等（15歳に達する日以降の最初の3月31日を経過し、18
歳に達する日以降の最初の3月31日を経過していない者。）の入院費用を所得制限なしで
無料化します。第2子以降の保育料無償化につきましては、多額の財源が必要となるた
め、現時点で直ちに実施する予定はありません。今後、他の子育て施策との優先順位や
財政の将来見通しなどを含めて検討します。

K

47

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）-④
経済的な負担の軽
減

・子育て支援にギフトカード、クオカードありがたかったですが、使えるところが少
なく、スーパー、ドラッグストアでは使えなかった。ショッピングモールでも使えな
かった。調べてみるとドラッグストアはマツキヨしか使えず、市内にマツキヨあった
かな？と思いました。結局は旦那のお小遣いになりました。クオカードペイなどの電
子ペイなら使えるところが増えるのにと思いました。

子育て支援ギフトカード支給事業につきましては、原油価格・物価高騰に伴う緊急経済
対策の一環のため、臨時的かつ一時的な川西市独自の制度として実施しました。
電子ペイでの支給も検討しましたが、使用期限があること、すべての方が電子ペイを使
用できる環境とは限らないことから、少しでも早く対象の方に支給を行うことを優先
し、クオカードでの支給としました。
この事業については、継続的な事業ではありませんが、今後同様の制度を実施する際に
は、ご意見を参考に検討していきます。

T-2
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48

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）-④
経済的な負担の軽
減

川西市は子どもたちに何も優しくなく、行政は高齢者とひとり親家庭だけに手当を
し、実際の子育て世帯はつらい思い物価高騰などで、好きなことをできていません。
第三子は0歳児で保育園に預けていますが上が小学生組だと免除の支援はされないの
は、なぜですか？
第三子は第三子扱いで保育料免除もしくは減をするべきです。だから働いても税金も
高く扶養内しか働く事ができず、賃金も安い為貯めることや子ども達を食べさせる事
にも苦労すると思います。
もっともっと子ども達に不公平なく支援するべきです。子育て世帯に厚くならない限
り少子化も無くならない。

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年生まで拡充。令
和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償化を実施予定で
す。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。保育料軽減にかかる子どものカウントにつ
いては、国の基準に従い小学校就学前の子どもをカウントすることとしています。ただ
し、カウントの対象外となった場合でも、一定の所得要件に該当すれば、ひょうご保育
料軽減制度により軽減措置を行っています。
なお、第3子への保育料の無償化の考え方は、国の基準に基づいて実施をしています。

Q

49

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）-④
経済的負担の軽減

経済的理由で習い事ができない家庭も多い。どの子も可能性はある、未来の社会に貢
献できるかもしれない。川西、日本、世界で活躍する子どもがいるかもしれない。結
局はお金、格差をなくすためにも習い事の経済的な支援があるといい。

第2期子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念に子ど
も・子育て施策の充実に取り組んできました。
経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年生まで拡充。令
和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償化を実施予定で
す。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

AB-1
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50

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

・保育料や子ども医療費の所得制限で共働き損に感じる、働く意欲なくなる。ギリギ
リで制限に引っ掛かったら、家計は火の車。

保育料の所得階層の区分については、国が定める階層区分より細分化し、所得に応じて
きめ細かく保育料を設定しています。今後におきましても、国の動向や市の財政状況、
近隣市の水準等を考慮しながら適正な保育料の水準を検討していきます。
令和5年7月診療分から乳幼児等医療費およびこども医療費助成制度について所得制限の
撤廃を実施します。同時に高校生等（15歳に達する日以降の最初の3月31日を経過し、18
歳に達する日以降の最初の3月31日を経過していない者。）の入院費用を所得制限なしで
無料化します。

O-3

51

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

子どもを健全に育てるためには、経済的に余裕のある家庭となるように支援すべきと
考えます。私自身、1歳の子を持つ親でありますが、おむつやおしりふき、ミルクな
ど不可欠な用品を支援頂けるだけでも、経済的な余裕が生まれます。子育てにおい
て、その年代に合わせた必要になるものを現物またはクーポン等で配布するのはどう
でしょうか。近隣の明石市でもその施策は成功し、子育て人口の増加に繋がっている
と思います。ご検討よろしくお願い致します。

第2期川西市子ども・子育て計画では「子どもたちに人生最高のスタートを」を基本理念
に子ども・子育て施策の充実に取り組んできました。
経済的な支援については、令和3年7月より医療費助成の対象者を中学3年生まで拡充。令
和5年7月から所得制限を廃止したうえで、高校3年生までの入院費の無償化を実施予定で
す。
一方で、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを」を実現するためには、子育て
世帯への経済対策だけでは不十分であり、子どもや子育て世帯がご自身の力やお金だけ
では解決できない課題に寄り添う政策が必要です。具体的には、全中学校区での地域子
育て支援拠点開設、キセラ川西に「こども・若者ステーション」開設を行うほか、令和4
年度には子育てコーディネーターをモデル実施として配置するなど、妊娠期から子育て
期にわたる切れ目のない支援を行ってきました。
また、令和4年9月より中学校給食を開始するとともに、教職員の業務負担を軽減し、子
どもたちと向き合う時間を確保するために、スクールサポートスタッフを全校に配置し
たほか、令和5年度から全小中学校で校内フリースクールを設置するための人員を配置す
る予定です。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

H

52

【47ページ】
第４章
基本目標２
（２）－④
経済的な負担の軽
減

前年度の一定の所得では保育料が高く（3歳児未満標準保育料　月9万円）、児童手当
も受けられず、一方で納税額も高い状況です。特に保育料は他の自治体と比べても比
較的高いように思います。保育料の引き下げ、または児童手当の対象の拡大などご検
討いただけたらと思います。

本市では、主に所得の低い階層において、国の定める基準額よりも低い水準で保育料を
設定しており、本市の保育料が一概に他市と比べて高いというわけではなく、所得に
よって本市の方が保育料水準の低くなる階層もあります。
今後におきましても、国の動向や市の財政状況、近隣市の水準等を考慮しながら適正な
保育料の水準を検討していきます。
児童手当につきましては、国の制度に基づき実施しています。そのため、市独自で対象
を拡大するなどの検討は予定していません。

L

53

【48ページ】
第４章
基本目標２
（２）－⑤
特に支援を必要と
する家庭への支援

4．物価上昇により、一人家族+障がい者子どもが安心して生活できる環境作り。

近年の新型コロナウイルス感染症の影響や物価上昇に伴う経済対策として、国の制度に
基づき、臨時的な各種の給付金支給事業を実施してきました。
今後も国の動向を注視しニーズの把握に努めながら、障がいの有無に関係なく、誰もが
安心して生活できる環境作りについて検討していきます。

J-3
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54

【48ページ】
第４章
基本目標２
（２）－⑤
特に支援を必要と
する家庭への支援

3．特支（様々な障害）の子どもたちの学習能力をさげないようにする。または、普
通科と同レベルにもっていく。または、その子にあった学習方法をみきわめるちから
をつける方を導入。

児童生徒一人ひとりの障がいの状態や特性及び心身の発達の段階等に応じて、自立活動
を含め、適切な指導をしていく必要があります。また、児童生徒や保護者の将来を見据
えた願いの実現に向けて、多様な進路選択があることを提示しながら、個に応じたきめ
細やかな支援を行っていきます。

J-2

55

【48ページ】
第４章
基本目標２
（２）－⑤
特に支援を必要と
する家庭への支援

文部省がどういおうが、特別支援のこどもたちのことを思ってではなく、学習能力や
コミュニケーション能力ＵＰさせてほしい。大重要である。中学校が行おうといして
いることは、差別化のような扱いになっている。心の病気も障害の一つとなっている
にも関わらず、無視され、今の状態では大人になった時に、一人で働いても生活でき
る資金を得ることが出来ない。人並みに生活できるためのコミュニケーション能力と
学習能力ＵＰを行うべきである。中学校の返答も不透明。教育委員会も非協力的な場
面をたくさん経験している。過去に、何度言っても無視され、半年放置され、川西市
議会議員までお願いしないと動かないことを経験した。心の障害をもつ子どものたち
にも「そのこに合わせた」対策・改善へ導くようお願い申し上げます。

将来を見据えた自立を目指して、児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、適切な
指導を行うとともに、障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服するための自
立活動の充実に努めていきます。
個別の案件についてお答えはできませんが、市議会議員などの働きかけがなければ対応
しないということはありません。学校及び教育委員会が児童生徒や保護者の願いに寄り
添い、より相談のしやすい環境を整え、要望や疑問に対してより真摯に対応していくこ
とが必要であると考えます。

J-6
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【48ページ】
第４章
基本目標２
（２）－⑤
特に支援を必要と
する家庭への支援

乳幼児健診で指摘されなくても、就学後に読み書きや計算で困り、自己肯定感が下
がってしまうことがあり、不登校につながることがあります。就学前の検診、または
入学後に未然に困り感を防ぐためのスクリーニングができれば、サポートが必要とな
る子どもの手立てを考えることができるのではないかと考えます。

本市においては、3歳児健診等の乳幼児健診だけでなく、就学前に5歳児発達相談を実施
し、子どもの状況を踏まえ、教育支援委員会対象児となり、学校教育との連携を図って
います。入学後のスクリーニングにおいては、学校の実態に合わせて対応していくこと
が必要であると考えています。

AZ-7
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【51ページ】
第４章
基本目標３
子どもたちを社会
全体で健やかに育
む

・緑台付近で子育て世帯が増えているそうなので、そちらでイベントなどが増えて欲
しい。保育園なども少ない。交通手段も車を保有していないとほとんど参加ができな
い。

緑台中学校区をはじめ、市内の全中学校区に地域子育て支援拠点を開設し、子育ての相
談業務をはじめ子育て関連の講座やイベント等を実施しています。引き続き地域のみな
さまに参加いただける事業を実施していきます。
また、緑台中学校区には私立認定こども園1園と幼稚園2園の計3園がありますが、2･3号
認定の保育については、園区の設定はありませんので、市全体で確保方策に取り組み、
待機児童の解消に取り組んでいきます。
なお、公共交通や移動手段等については、就学前教育保育施設の観点だけでなく、地域
交通全体の観点から検討していくべき課題であると考えています。

T-3

58

【52ページ】
第４章
基本目標３
（１）－②
遊びや学びの機会
の充実

学校授業終了後に高学年を中心に実施されている「きんたくん学びの道場」ですが、
低学年にも拡充してはいかがでしょうか。状況によっては宿題のチェックさえもまま
ならない家庭がある一方、塾に通って学力を伸ばす児童もいます。親の経済力・意識
によって生まれる格差を少しでも小さくするためにも、低学年から学校でフォローす
ることが必要だと感じています。学力差が顕著になる分岐点は3、4年生あたりだとも
言われており、この学年での躓きが後の学力に大きな影響を及ぼすと思われます。子
どもたちが自分の未来に希望を失わないよう、低学年からの「きんたくん学びの道
場」実施を提案します。

「きんたくん学びの道場」は、多くの学校で高学年で実施しています。低学年から学習
習慣を身に付けていくことは重要であることは認識しており、令和2年度から令和4年度
まで、モデル校において、中学年で実施し、効果的な学年について検討してきました。
学校及び「きんたくん学びの道場」に参加している児童・保護者にアンケートを実施
し、高学年では、「学習内容が難しくなって、自分一人では分からない問題を教えても
らえる」や「中学校に向けて、自分で計画を立てて学習する習慣が身に付けられる」な
どの意見があり、高学年を中心に実施することになりました。

M
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59

【52ページ】
第４章
基本目標３
（１）-②
遊びや学びの機会
の充実

中学校でのスポーツ活動について。結論から言うと、中体連主催の大会が学校の裁量
に関係なく参加できるようにしてほしい。と、言うことです。現状、中学校の部活に
所属していなければ、中体連主催の大会には個人で学校に依頼して、大会への参加は
学校の裁量に委ねられています。実際全国大会に繋がる大会は昨夏時限的に参加でき
ましたが、来年は参加できるかわからないと言われました。実際に2021年の夏は参加
できなかったと聞いています。さらに、他の大会への参加も学校側に相談しました
が、基本的に出れないと言われました。こちらがどうすることも出来ない学校の部活
の有無や学校の裁量次第で、挑戦できる機会が奪われてしまうことに強い憤りを感じ
ます。部活がないスポーツは、外部コーチが引率してくれるなどなど、どの学校、ど
のスポーツを選択しても挑戦できる体制を整えてほしいです。中体連での大会成績
は、高校受験の際の内申点にも関係することから、親としてはとても重要なことだと
考えています。数年後に変わっても、子どもにとっては今がとても大事なので、早急
に対処してほしいです。

少子高齢化が進む中で、教職員の人数が減少していくため、子どもたちのスポーツ機会
の確保が現状難しくなっています。そのような中、スポーツ庁が部活動の地域移行を実
施していくようガイドラインを策定しました。本市におきましても、そのガイドライン
に基づき部活動の地域移行を進めていきますが、各学校にすべての部活動を設置するこ
とは困難であると考えます。このよう流れを受け、中体連では、令和5年度から、一定の
要件を満たす地域のスポーツクラブ等が県中学校総合体育大会などに出場が可能となる
よう、体制の整備が図られております。

AE

60

【54ページ】
第４章
基本目標３
（２）-①
子育てを支援する
ネットワーク

教職員の人員不足は明らかで今後も余裕をもった人員配置は難しいと思われます。
「学校運営協議会制度」は、学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組む
ことが可能となる地域とともにある学校への転換を図るための有効な仕組みです。コ
ロナ禍でPTAの役員の仕事もほとんどなくなり、PTAの活動は本当に有志の保護者の方
が子どもたちのためにという気持ちで動いておられます。新年度より市内すべての小
学校でもフリースクールを開設予定とされていますが、人員不足の中、現場の先生方
は奔走されています。スムーズな学校運営のため、子どもたちのためにという強い気
持ちをお持ちの保護者の力を借りるのも一つの対策だと考えます。安全協力員さんが
登下校の見守りをしてくださっているように、学校がしんどい子どもたちにとってフ
リースクールが過ごしやすい環境となるよう、先生方のサポートを地域の保護者もお
手伝いできるシステムがあれば良いなと思います。

川西市では令和元年度より学校運営協議会を市立の中学校、小学校、幼稚園、こども園
に設置することを進めています。学校と家庭・地域が連携・協働し、学校園の教育課題
に、保護者や幅広い地域の方々の参画を得て対応できる仕組みづくりを進めています。
校内フリースクールの運営についても各学校の実態に応じて、家庭・地域と連携しなが
ら子どもたちへの支援を行っていきます。

AZ-6
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61

【57ページ】
第４章

基本目標４
（２）-①

相談体制の充実

学校内でのいじめ、暴力、学級崩壊への対応が甘いように思います。計画案に示された対応
方法が、主に「相談」系の傾向が強くなっていますが、相談しても学校や行政は大したこと
はできない又は大したことをする時間がないくらいに多忙、また、強い行動に出てくれな
い、強い行動に出たくても出れない、と感じています。自分の子どものクラスや学年だけで
なく、多くの他の学年やクラス（ひいては日本全国で明るみに出たいじめや暴力問題）での
学校側や行政側の行動が弱い、又は強い行動に出たくても出れないような方針や環境になっ
ているように感じます。結局、いじめ、暴力、学級崩壊等で「相談」した場合、「被害を受
けた側」が対策することになる傾向が強いと思います（学び場作りやフリースクールな
ど）。そうではなく、常識的に考えて、いじめや暴力を行った側、学級崩壊を作った側に責
任を取らせるのが筋ではないでしょうか。そのような「強い仕組み」を構築して頂きたいで
す。例えば、いじめや暴力行為をした児童本人及び「その親」に対して、学校側が強く指導
できるようにして頂きたいです。改善できない場合に警察を呼ぶことや法的手段に訴えるこ
ともできる仕組みを構築して頂きたいです。学級崩壊も同様です。たいてい、崩壊させてい
る原因となる数人の児童がいます。実際にいました。義務教育において、授業を受けたい他
の子どもたちの権利が奪われていると思います。学級崩壊に対しては、対応が甘かったり、
対応が遅く長引いたりする傾向があります。上記「いじめや暴力行為」の場合と同様に、教
師や学校側が強い対応を行える環境を構築して頂きたいです（教室から追い出せる、親に引
き取りにきてもらう、手に負えなければ警察を呼ぶ等）。なぜ、そのような環境になってい
るのかについても考えて頂きたいです。つまり、なぜ学校側は弱い立場であることが多いの
かを考えて頂きたいです。全国的にも「いじめ」等の問題は、なるべく穏便に、あるいはな
るべく何事もなかったかのように済ませようとします。しかし、それは、教師への評価制
度、そして、教育委員会から校長や学校そのものへの評価制度に関して問題があったりしま
せんでしょうか。学校側は、「いじめ」等の問題があればそれを堂々と明るみに出して、そ
れら問題の存在を堂々と認め、強い行動に出て、たとえ警察を呼ぶ事態になってしまったと
しても、「立派な対応を行った学校」としてよい評価につながるような制度が必要なのでは
ないでしょうか。現状、いじめ等への対応を評価する仕組みがあったとしても、それを「解
消できたかどうか」だけで評価されたり、教育委員会等、当局への報告等の作業や仕組みが
極めて煩雑で面倒であり、もともと問題がなかったことにした方が得になるという心理が働
くような仕組みになっていませんでしょうか（調べたところ、そのようになっているようで
す）。学校内は、治外法権の場ではないので、いじめ等の問題を犯罪としてとらえ、警察を
呼んだり、司法的に裁いてもらったりもして頂きたいです。そもそも現場の教員は多忙すぎ
るので、そのような手段を簡単に取れるようにしてあげてほしいです。また、昨今のニュー
ス（インターネット含む）や人づての話によると、相談を受けるカウンセラー側の行政員
は、問題を起こした児童の家庭に対して働きかけをしようとしても簡単に追い返されて強く
出ることができないという話も聞きます。上記は学校側や行政側の問題でしたが、その問題
を起こす児童や、その保護者、家庭についても考えて頂きたいです。親がしっかり子育てで
きる仕組みや環境も大事だと感じます。親が子どもを見れていない可能性もあるのではない
でしょうか。現在、0歳児からの保育施設の充実等が検討される傾向がありますが、そもそも
子どもを預けること自体が必ずしも子育てにとってプラスになるとは限らないとも感じてい
ます。共働きをしつつもしっかり子どもを育てることが出来るほどの体力気力十分な夫婦も
確かに居る一方、仕事で疲弊して子どもを見れていない場合も多々あるように感じます。主
婦に加えて、主「夫」も含めた片働きも選択肢の一つとして採用しやすい社会も目指してほ
しいです。それには片働きで十分な収入が得られるようにしたり、その他行政から金銭的に
余裕がでるような支援が有効だと思います。「共働きで、すぐ預ける」ことだけを前提とし
た政策にならないようにして頂きたいです。

学校は児童生徒の問題行動に対して、事実確認を行い、関係児童生徒に説諭・指導する
だけではなく、関係児童生徒保護者と連携して対応しています。また、必要に応じて関
係機関と連携し、当該児童生徒の背景を見取り、課題解決に向けてチーム学校として対
応していきます。
いじめはどこの学校でもどの子にも起こり得るものだと認識しています。学校はいじめ
認知を積極的に行い、いじめが起こった場合は、いじめ防止基本方針に則り、各学校で
いじめ対応チームを招集し、組織で対応し、市教育委員会へ報告が入るように取り組ん
でいます。その報告に関しましては、いじめ認知をした場合、最低限の回答項目で報告
していただいていると認識しています。また、いじめを未然に防ぐ取組みも各学校で組
織し活動しています。日頃から教師は児童生徒の様子を観察するだけではなく、記録や
アンケート、教育相談等の学校生活から児童生徒の思いを聞く等して心のケアを含めた
対応を取り組んでいます。
児童生徒のいじめを含む問題行動に対して、学校は社会通念上のルールを適応し、必要
に応じて関係機関と連携し対応していきます。

AD
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62

【57ページ】
第４章
基本目標４
（２）-①
相談体制の充実

川西市は「すべての子どもたちに人生最高のスタートをきれるよう子どもたちの成長
を支えあえるまちづくり」を基本理念としていますが、我が家の姉妹は不登校で義務
教育を受けられていないのが現状です。不登校の児童、生徒たちを支援する法案 
『教育機会確保法」では学びの場や方法が確保されていることが重要とされています
が、市内の子どもたちにタブレットが配布されているものの、学びの環境が整ってい
るとは言い難い状態です。長女が通う中学校では、校内フリースクールに登校してい
ればZoomで授業を受けられるようですが、自宅からはZoomを繋ぐことは禁止されてい
ます。 理由は他の生徒も学校に来なくても良いと感じるからだそうです。それは、
普通に学校に行ける、教室に入ることができる人間の言い分だと思います。発達の特
性上、どうしても集団で過ごすことがしんどい子どももいるのです。簡単に無理とい
うのではなく、条件付きで、例えば医師の意見書があればZoom授業も可能など柔軟な
対応を考えて頂きたいです。

本市におきましては、各学校の実態に合わせながら個別の学びが継続できるよう様々な
協議を重ねているところです。市内の小中学校については、学校と家庭が話し合うこと
で配信が可能な教科や単元についてはオンライン授業を実施する準備や校内フリース
クールの開室を進めています。学校へ子どもの現状をご相談いただき、どのような支援
が適しているかご相談ください。今後も学校においてはオンライン授業に入りやすい環
境を整えるとともに子どもたちにとって個別最適な学びの場の構築を推進していきま
す。

AZ-1
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【57ページ】
第４章
基本目標４
（２）-①
相談体制の充実

今年度より中学校では校内フリースクールが設置されましたが、利用時間の制限が厳
しいと感じます。バス通学のため開所時間内に合わせてバスの時間に間に合うように
すると、給食を食べる時間が5分程度しかないようで、かきこむようにして給食を食
べて帰っていました。 フリースクール担当職員の勤務時間もあると思われますが、
せめて次のバスの時間まで子どもが過ごせるような柔軟な対応をして頂きたいです。 
直接中学校へ対応を依頼しましたが、職員のいない部屋では安全が確保出来ないので
無理と言われました。ちなみに次のバスの時間は2時台なのですが、図書室も開いて
おらず、フリースクールも締め出され、教室に入るのがしんどいのに、5時間目の授
業を教室で受けるしか学校には居場所がないのです。あるいは外でバスを待ち続ける
か、親が迎えに行くか。子どもの居場所づくりのためのフリースクールが役目を果た
せていないと感じます。「不登校に関する総合的な支援対策を検討する」とあります
が、その検討の場にぜひ当事者の意見を反映させてほしいです。可能ならば、検討会
のメンバーに当事者を入れて頂きたいです。市長を含め学校の先生方やこのような施
策を検討する立場にいらっしゃる方は、おそらくですが、学校に行けなくなるほどの
困り感を義務教育の中で実感された方は少ないと思うのです。不登校の子どもたちの
中には、発達に特性をもつ子どもが一定数いると言われており、ヤングケアラーの問
題もあり、学校に行けない・行かない子どもたちの原因は様々です。不登校支援につ
いて他市の取り組みを調べてみると、神戸市では早期に適切な支援につなげるためア
セスメントするためのシートを作成し、SCやSSWを含む関係者間で情報共有し協力し
て支援体制を整えています。このような体制づくりもぜひ検討していただきたいで
す。

校内フリースクールの開室時間については、各学校の実態に合わせて設定をしていま
す。ただ、今後検討を重ねていくべき事項であると考えますので、利用しているお子様
の実態に即した対応を検討するよう各学校へ周知していきます。
現在、不登校に関する総合的な支援対策について、子どもたちが将来をより良く生きる
力を培い、社会的に自立できるよう支援するために、それぞれのライフステージに応じ
た「学習支援」や「生活支援」のあり方について、阪神7市１町をはじめ、他市の取り組
みを参考にしながら、様々な視点から検討をしているところです。いただいた神戸市の
取り組みや当事者としてのご意見も参考にしながら、検討していきます。

AZ-2
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64

【57ページ】
第４章
基本目標４
（２）-①
相談体制の充実

発達に特性のある子どもに関わる学校の先生方をフォローアップすることはとても重要であ
ると思います。小、中学校の先生方は保護者の次に子どもの人格形成期に多くの時間携わ
り、子どもにとって先生方の言葉づかいや仕草、気配りなど一挙一動が子どもたちに影響を
与えます。発達に特性のある子どもで対人関係に苦手さがある子はクラスで浮いた存在にな
りやすく、多動や衝動性が強い子どもは度重なる叱責を受け自己肯定感が低くなる子もいま
す。また見た目には分からず日常生活を過ごすのに問題はなくても、読み書きや計算が脳の
機能的な問題で本人の努力ではどうしても同級生と同じペースでは習得できない子もいま
す。
このような子どもたちにとって、集団の中でみんなと同じペースで過ごすことを求められる
と、 疲労感を感じさらに自己肯定感の低下を招き、学校がつらい場所と感じてしまいます。
おそらく、 学校の先生方は学校が好きで、読み書き、計算も得意でいらっしゃると思いま
す。パブリックコメントを見る方々も同様ではないでしょうか。
どうか、想像してみてください。
特性をもつ子どもたちにとって、皆と同じように学校で過ごすことは、普通の人間がオリン
ピック選手と同じ練習メニューをこなせと言われるのと同じくらい大変なことなのです。
このような子どもたちに関わる小、中学校の先生方が発達特性のある子どもたちへの理解を
深めることは非常に重要であると考えます。
尼崎市、伊丹市、宝塚市など近隣の小中学校では尼崎総合医療センター小児科の石原剛広医
師を招き、 学校の先生方が発達特性の理解を深めるために積極的に講演会を実施されていま
す。 石原剛広医師は児童精神医療を専門とし、学校への巡回相談や職員 保護者を対象とす
る講演会、 ティーチャートレーニング研修など「医教連携」を推進するさまざまな取り組み
をされています。川西市でもP連で講演会を開催されていました。ぜひ、川西市もすべての教
職員が発達特性のある子どもの理解を深めるため、全教職員に向けた石原医師の講演会を企
画して頂きたいです。(費用はお車代程度だそうです)
次女が登校できるための対策として学校の理解を得て、次女のサポートのため教室に入らせ
てもらい実際の教育現場で先生方が奮闘されているのを目の当たりにしました。貴重な経験
を頂き、保護者としてだけでなく、看護師として教育現場を観察させていただきました。40
人近い子どもたちを一人で指導し、中には発達の特性から教室から飛び出してしまう子ども
もおり、時には衝動性が抑えられずお友達に向かっていってしまう場面もあり、特性ゆえに
それが毎日のように繰り返され、それらの対応、加えて授業の準備、行事の準備等々、私は
先生方のメンタルヘルスが心配になりました。子どもたちが楽しく元気に教室で学び合うた
めには、先生方が心身共に健康である必要があります。そのためにも、特性をもつ子どもへ
の関わり方など確かな知識を得ることは重要だと思います。

発達障がいをはじめ、特性をもつ子どもへの関わり方など、特別支援教育に関する知識
を教職員が得ること、また最新のものへと更新する学びの機会は重要です。
本市においても、特別支援教育に関連する教職員のニーズや教育課題に即した研修を複
数回実施しており、また特別支援教育コーディネーターや学校生活支援員などの担当者
研修の機会も充実させています。
子ども理解から始まる教育の推進のために、今後も継続して特別支援教育に関する教職
員の学びの場を計画・実施しています。

AZ-3
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65

【57ページ】
第４章
基本目標４
（２）-①
相談体制の充実

私は今回のパブリックコメントをまとめるために、様々な子育ての悩みをもつお母さ
んたちから情報収集しました。3歳児検診で療育をすすめられ、児童発達支援施設へ
通所しだしたものの、その後保健師からのフォローもなくどうすればよいのか困った
というお母さん。学校へ行けなくなり、適切な医療機関に繋がれず、精神疾患を発症
するまでに至ってしまったお子さん。(おそらく発達特性による二次障書)乳幼児健診
では発達の特性に気づかれず、小学校入学後に読み書きや計算に困難さがあることが
わかり、どこに相談すればよいのか分からず困り果てたお母さん。共通しているの
は、情報がないことです。困っている保護者のところまで必要な情報が今の川西市の
状態では行き届いていません。子どもや保護者の一番近くにある園や学校から必要な
情報がもらえれば、困っている子どもや保護者は必要なサポートを受けることができ
ます。しかし、現状は学校の先生方も知らない事が多々あります。川西市の適応教室
であるセオリアに行くのに、学校が申込書を保護者に渡すという流れも娘の担任の先
生はご存じありませんでした。また、放課後デイサービスを利用するための流れや医
師の意見書が必要となることなどを支援級コーディネーターの先生でさえご存じあり
ませんでした。広報かわにしmilifeの案内では、非常にわかりにくいです。どんなサ
ポートが受けられるのかもっと具体的な情報がほしいですし、身近な学校や公民館な
どの保護者が目にする掲示板にわかりやすく掲示してほしいと思います。先生方の負
担軽減を提案していますが、このような情報は困ったときにすぐ先生方から提供して
頂けるとありがたいです。

子どもや若者に関する悩み事に関して、川西市にはどのような支援サービスや支援機関
があるのかについては「すくすくガイド＆マップ」の配布や市ホームページなどによっ
て周知をしていますが、今後も更に分かりやすく周知する方法を検討していきます。
また、どこに相談すれば良いか分からない場合については、まずは「こども若者相談セ
ンター」に相談していただけるように、同センターの存在についても市民はもちろん、
学校園所に対して引き続き周知を図っていきます。
また、セオリアの申込手順についても同様に、毎年学校に周知をしているところです
が、全ての教員にその情報が行き渡るように周知方法を工夫していきます。

AZ-5
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【59ページ】
第４章
基本目標４
（３）-②
子どもの犯罪や災
害等の被害から守
るための活動の推
進

防犯カメラを小学校区中学校区に増やしてほしい。特に北部は人口が少ないため、人
目につかないことも多い。何か事件事故が起きる前に防犯カメラを早急に増やすべ
き。

現在市が設置している防犯カメラは令和5年度末までのリース契約となっており、令和6
年度からの新しい機器の稼働に向けて、コミュニティ協議会と協議を進めています。な
お、現在のところ、防犯カメラの増設については考えておりません。

AB-2
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67

【63ページ】
第５章
基本目標５
（１）-①
教育環境の充実

親になってすぐ私は、子どもを守りたいばかりに危険でないものからでも嫌な思いを
しないよう子どもを避けるようにしていました。これは、親は安心ですが、子どもの
失敗することを奪うことは生きるチカラが育たないと言うことを理解出来ました。子
どもの自主性が育たないのは、こうした親の言うことだけを聞いておけば良いと言う
環境の繰り返しが、今の日本の現状ではないかと考えました。
そこで、親が子育てを学べる場があれば良いのではと考えました。3歳半までは検診
などで、子どもの話をする場所がありますが、体の成長がメインです。
4.5歳の育ちは、自分の意見がしっかりある時期です。この時期は特に大切ではない
かと考えました。
講師を呼んで勉強会が理想ですが、通ってる幼稚園や保育園でその時期の成長や大切
にしていることを親に伝えることを場を設けてする。これが学ぶ機会として現実可能
かと考えました。
働いてる親など参加が難しいならガイドブックの様に冊子にして子育て世代に渡すも
一つの案であります。
親になって、小さくても人格ある1人の人間として付き合うことの大切さを知りまし
た。昨今、近所付き合いの希薄や虐待増加など、子育てを気軽に話せる場所や子ども
とはこんな育ちだと理解出来れば、子どもに対する親の態度や言葉がけが変わり、余
裕を持って子育て出来るのではないかと考えました。
これから、未来を生きる子ども達に大切な力(考える力やAIに答えを求めるではな
く、自分だけの意見を持つ大切さなど人間力)を大人が積極的に学んでサポート(見守
るする)ことが大切だと感じます。
子どもは、常に成長しています。大人が変化して成長することが子どもの未来を変え
れると考えてます。

本市では、保護者が悩みを共有・共感・相談できる場として地域子育て支援拠点の全中
学校区配置や、子育てを地域で支えあうための子育て交流会や関係機関と共催で講習会
等を行っています。
また、保護者が子育てを学ぶ機会として、ペアレントトレーニングなども実施する予定
としています。子どもたちが安心して成長できるよう、いただいたご意見を参考に、よ
り保護者のニーズに即した子育て支援施策の実施に努めていきます。

AL-1
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【63ページ】
第５章
基本目標５
（１）－①
教育環境の充実

子どもの教育の機会や場所を提供してほしい。(寝屋川市では子どもの教育に力を入
れており、英語が学べる場の提供をしてくれていました。)

「政策は子ども・教育から始める」という方針の下、教育施策の充実に取り組んでまい
ります。具体的には、令和5年度より、少人数による指導をより多くの学年で実施するた
めに、少人数指導加配教員を市独自に配置する予定です。
また、放課後の学習支援事業として「きんたくん学びの道場」を引き続き実施してまい
ります。
さらに各地区の学校の空き教室などを利用して、放課後子ども教室を実施しています。
各教室では、地域の方々が主体となって、子どもたちに昔遊びや、語学、スポーツな
ど、学習・体験の機会を提供しています。子どもの教育の機会や場所の提供について
は、引き続き様々な人材や場所を活用し、より多くの学びの場を提供できるよう努めて
いきます。

I-2
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【63ページ】
第５章
基本目標５
（１）
生きる力の育成と
社会関係の構築

産官学連携の観点から、川西市独自の教育の可能性について伺いたい。周辺の大学と
の連携・協力関係の強化、新設大学の誘致や清和源氏の発祥の地を最大限に活かした
ような古代史・中世史を専門的に扱う機関や学会・シンポジウムを開催するなどアカ
デミックな見地を活かす計画・戦略を示してほしい。全国的な課題でもあり、思考力
を問う、クリエイティブな人間力をつけていくことが望ましいと考えるが、市の教育
方針、公教育の役割・付加価値をつけていくこととしてもローカルな視座も取り入
れ、郷土史に触れるなど、地域協働的なプログラムを育成していくことも大事だと考
える。

本市では、民間企業やNPO法人、大学などと連携し、民間企業などが持つ多様なノウハウ
やアイデア、技術を活かしながら互いの知恵や強みを最大限に発揮し、課題解決をめざ
しています。ご意見を踏まえ、教育部門についても引き続き連携を図っていきます。

R-2
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70

【63ページ】
第５章
基本目標５
（１）-①
教育環境の充実

人手不足の中、先生方の負担軽減のためには、ICTをうまく活用することが業務改善
につながるのではないかと考えます。テストも宿題もタブレットを利用すれば、自動
採点が可能となり、先生の採点時間が削減できます。また、宿題もタブレットで提出
し、自動採点できれば子どもたちの苦手部分に対して効率的に授業ができるのではな
いでしょうか。デジタル教材の使用などもぜひ検討していただきたいです。

テストの自動採点やデジタルドリルについては、既に市内全小中学校に導入していま
す。各校にて、子どもの発達段階等を加味して活用していますが、今後更なる活用を促
進していきます。

AZ-4

71

【63ページ】
第５章
基本目標５
すべての子ども・
若者の健やかな成
長と自立を支援す
る

2つ目の提案として教育に関しても小学校教育の目的は？という問いがそのまま「ど
んな日本社会を作りたいのか？」と合致しているべきだと考えます。そのくらい大切
な部分を大人が担ってると感じます。
家には、小学校に行くことを楽しみにしている年長児がいます。入学前の子ども達は
学校にワクワクして楽しみにしています。ところが、小2年の長男は学校が嫌で仕方
ありません。勉強が面白くないと話します。
学べることは楽しいと親としても声かけしてますが、学校カリキュラムが変化しない
と限界があると感じました。
子ども達が学べることが楽しいと感じる学校環境を学ぶ子ども達や大人が協力して作
り上げていけたらと思いました。
以上、子育て世代の親として日々思っていることを伝えさせて頂きました。
将来の子ども達の為に、微力ながら何か力になるならばと思い声を届けさせて頂きま
した。

学校教育では、子どもたちが確かな学力を身につけ、豊かな心と健やかな体を育み、社
会性を磨く中で、自立した社会人として、夢に向かって強く生き抜く力を育てることが
重要であると考えています。
急激に社会が変化する中で、学校教育が取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、カリ
キュラムマネジメントを進めていく必要があります。
学校が家庭や地域と連携し、社会とつながる協働的な学びが実現できるように努めま
す。

AL-2
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【66ページ】
第５章
基本目標５
（２）
就業への支援

本計画の概観として、川西市の場合、就学前後の子どもへの個別支援策や中学校給食
の実現など子育て・義務教育時点での施策は、他自治体に比べて評価され、それなり
に進展しているものと言える。一方で、もう少し先を見据えた高等教育・学び直しや
様々な事情を抱える若者へのケア・就労支援・雇用創出という視点での施策に課題が
あるように感じる。
昨今「リスキリング」「リカレント教育」といった言葉が謳われ、よく耳にするが、
市もそうした観点により、社会人や高等教育の充実化に関して、何らかの考え、方向
性があれば伺いたい。誰もが、何歳からでも学ぶことができる、環境の充実が望まれ
る。

本市では、希望する就労に向けて、キャリアデザインや若年者向けの就労体験、近年の
働き方の多様化を受けて在宅ワークに関するセミナーなどを開催しています。また、具
体的な職種に向けたスキルアップとして、国が設置するハローワークが公共職業訓練な
どを提供しています。
引き続き、国・県が実施する各事業の案内を行うとともに、本市として必要な支援を行
います。

R-1
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73

【69ページ】
第５章
基本目標６
社会生活を円滑に
営む上で困難を有
する子ども・若者
とその家族を支援
する

以下、外国籍の人を含む施策にかかわる当事者を「外国ルーツの人々」と書きます。日本国
籍の人であっても、外国にルーツを持つ人で、言語など様々な困難を抱える人がいることを
踏まえての表現です。
1．私たちの提言:多文化共生の観点から、外国ルーツの市民の調査を。そして、その結果の
政策への反映を。
まず最初に、私たちの提言を簡潔に述べます。川西市に在住する、外国ルーツの人々の状況
について、市として、多文化共生政策の必要性を検討するため、アンケート調査を行うべき
と考えます。「計画案」の「第1章計画の概要」の「計画策定の背景」には、「さまざまな困
難や新たな課題に対応できずにいる子ども・若者が増え、引きこもりや若年無業者(ニート)
など若者の自立をめぐる問題が深刻化するとともに、貧困、児童虐待、いじめ、不登校など
の問題も依然として深刻な状況となっています。」との現状認識が示されています。そし
て、「第2章子ども・若者を取り巻く現状」の「4子ども・若者の状況」では、ひきこもり、
不登校、高等学校中途退学、若年無業者・フリーター、経済的な困窮、ヤングケアラーなど
の問題群が、対処すべき課題として挙げられています。しかし、ここには、重要な視点が欠
落しているのではないでしょうか。それは、外国ルーツの人々の事です。近年、日本では、
急激な人口減少の一方で、外国ルーツの住民が増えています。川西市も例外ではありませ
ん。川西市における外国籍住民の数は、過去5年間で、20%近い増加を示しています。
2．多文化共生政策が求められる全国的な状況
これは単に、一地域の問題ではなく、日本全体の、そして日本の未来にかかわる問題である
ことは、ここ数年広く知られるようになってきました。近年、日本では、さまざまな在留資
格を持つ外国籍の人々が増え、いろいろな産業において、日本社会を支える欠くことのでき
ない住民となっていることが、たとえばNHKの「外国人“依存”ニッポン」など、さまざまな
形で報道され、知られるところとなっています。2019年には、入管法の改正によって、人手
不足への対応として、新たに「特定技能」の在留権が創設され、この傾向が今後加速するこ
とは確実です。そして、そのような状況で、国は「多文化共生」を掲げ、総務省によって
「地方公共団体における「多文化共生の推進に係る指針・計画」の策定に資するため」とし
て、「地域における多文化共生推進プラン」が策定されています。言語の面では、2019年に
「日本語教育推進法」が施行され、「第五条地方公共団体は、基本理念にのっとり、日本語
教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応
じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。」とされています。このような、我が国の
地域社会のあり方を求める総合的な観点が、「子ども・若者支援」の中に反映される必要は
無いのだろうか、という疑問を、日々、外国ルーツの子どもたちと接する中で、私たちは率
直な思いとして持ちます。日本全体の問題が背景にあると同時に、川西市には川西市固有の
状況があると思います。その状況に応じた的確な施策のためにも、まずは調査が必要と考え
ます。
3．課題点の一つ:高校中退例えば、「計画案」では、高校中退の問題が取り上げられていま
すが、外国ルーツの子どもたちの観点からこの問題を見ると、どんなことが見えてくるで
しょうか。文部科学省による「令和3年日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調
査結果の概要」の高校中退についての調査結果は以下です。全体が1.0%に対して、日本語指
導が必要な高校生等の中退率は5.5%で5倍強、大学などへの進学率は全体が73.4%に対して、
51.8%で7割、就職者における非正規就職率は3.3%に対して39.0%で11倍強、進学も就職もして
ない者の率は6.4%に対して13.5%で2倍強で、極めて深刻な状況です。日本の産業の多くが外
国人に支えられている中で、このような状況が続けば、世代間の負の連鎖によって、外国
ルーツの人々の生活が困難な状況のまま固定され、日本社会に大きな分断を生む結果になり
かねません。私たちも、サポートしている子どもたちが、これからどのような人生を歩んで
いけるのか、どのようなキャリアを描いていけるのか、とても心配です。外国ルーツの子ど
もたちへの支援を伴ってこそ、高校中退の問題の解決が図れるものと考えます。

すべての子どもが人生最高のスタートを切ることができるよう、市としましては、子ど
もが幸せになるための施策、子育て世帯が安心して子どもを生み育てることができるた
めの取り組みをさらに進め、「子どもが幸せになる川西」を実現していきます。
ご意見を踏まえ、計画第5章（基本目標５）の課題認識において、セクシュアルマイノリ
ティや外国籍、障害のある方などが排除されることなく包摂され、必要に応じて相談や
支援を受けることができるよう地域共生社会を形成する必要がある旨、記載いたしま
す。

AO-1
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74

【69ページ】
第５章
基本目標６
社会生活を円滑に
営む上で困難を有
する子ども・若者
とその家族を支援
する

4.「特に支援が必要」な人々として外国ルーツの人々が固有の困難を抱えていることへの視
点が必要
「計画案」の「基本目標2子どもに応じた教育保育を提供する」では、(1)就学前の教育保育
環境の整備(2)さまざまな子育て支援施策の充実、そして特にその中の「5特に支援を必要と
する家庭への支援」において、さまざまな理由で困難を抱える人々への施策が挙げられてい
ます。外国ルーツの人々は、子育て、就学前、就学後のそれぞれの局面で、固有の困難を抱
えていることは想像に難くありません。しかし、それに対する施策は全く挙げられていませ
ん。川西市においても、まずは、外国ルーツの人々が、言葉の問題をはじめとして、どのよ
うな困難を抱えているのか、市として調査し、実態を把握し、それに基づいて必要な対策を
講じていくことが必要だと考えます。
5.兵庫県の政策
兵庫県では、「ひょうご子ども・子育て未来プラン(令和2～6年度)」が制定されています。
その第2章「基本理念と目標」の「VI特別な支援が必要な子どもや家庭への支援」において、
「8外国人児童生徒への支援」の項目が立てられ、以下の記述がなされています。「8外国人
児童生徒への支援【現状と課題】日本語指導が必要な外国人児童生徒は増加を続けている。
県内においては2009年度の744人から2019年度には1,076人となるなど、10年間で約4割増加し
ており、母語の多様化も進んでいる。外国人児童生徒は日本語の活用能力やコミュニケー
ション能力が十分でなく、日本語の習得と基礎学力の定着を図ることが極めて難しいため、
将来の進路に展望を持ちにくく、自己実現を図ることが難しい状況にある。また、外国人児
童生徒が母国の文化や言語に触れる機会が少ないことなどにより、自己を肯定的に受け止め
にくい状況がみられる。【取組の方向性】外国人児童生徒等の生活適応や心の安定、アイデ
ンティティの確立を図るとともに、日本語の習得や基礎学力の定着を図り、外国人児童生徒
等の自己実現を支援する。また、全ての子どもたちが国籍や民族等の「違い」を認め合い、
多様な文化的背景を持つ人々と互いに尊重しながら豊かに共生する心を育む。また、外国人
児童を含めた外国人家庭の生活が、安全・安心で暮らしやすいものとなるよう生活相談をは
じめ各種支援を積極的に展開していく。【主な取組】1外国人児童生徒の居場所づくり子ども
多文化共生教育を推進するため、人材や情報を一元化し、研修や交流等の機能を有する子ど
も多文化共生センターを運営し、外国にルーツをもつ人々が地域社会において安心して生活
できるよう地域のNPO法人、ボランティア団体と協力して居場所づくりを推進していく。2定
住外国人の子どもに対する学習支援小・中学校における日本語指導が必要な外国人児童生徒
等を支援するための日本語指導に関わる支援員の配置や、子ども多文化共生サポーターの派
遣、教員研修の実施等を行うことで日本語を学べる機会を充実させ、学習支援を推進する。3
定住外国人家庭に対する支援外国人児童生徒への支援にとどまらず、その親も含めた外国人
家庭が県内で暮らしやすい生活基盤を築けるよう、「ひょうご多文化共生総合相談セン
ター」での生活相談、文化・習慣に関する情報提供、地域の日本語・母語教育活動の支援、
ホームページでの多言語による情報発信等を実施していく。」日々、地元で、外国ルーツの
子どもたちと接する中で、これら兵庫県の施策が、川西市においても推進されることが必要
だと強く感じます。
6.周辺市の政策
県下の周辺市では、どうでしょうか。例えば、尼崎市では、18歳以上の全外国籍市民を対象
としたアンケート調査が実施されています。その項目には「子育て」も含まれています。ま
た、伊丹市では、「伊丹市子ども・子育て支援事業計画」を策定しています。その「第4章施
策の展開」では、「基本施策2すべての子どもが社会を生き抜くことのできる力の養成」とし
て、以下の項目が挙げられています。外国人児童生徒等受入事業適応指導員を派遣し、日本
語理解が不十分な外国人児童生徒等の学校生活を指導、支援するとともに、多文化共生教育
を推進する。」では、その「多文化共生」という観点については、伊丹市はどのような政策
ビジョンを持っているのでしょうか。上記、子ども・子育て支援に記載されている多文化共
生の観点に基づく外国人児童生徒への支援は、「伊丹市多文化共生推進指針」にも記載され
ています。
何よりも重要と考えるのは、私たちの提言でもある、外国人住民に対するアンケート調査
や、外国人労働者を雇用する事業所に対するアンケート調査が、すでに伊丹市では行われ、
その結果に基づいて、この多文化共生政策が策定されていることです。日々地元で外国ルー
ツの子どもたちと接する中で、川西市においても、より充実した施策が、多文化共生の方針
の中に位置づけられた形で策定され、実施されることが必要と感じます。

すべての子どもが人生最高のスタートを切ることができるよう、市としましては、子ど
もが幸せになるための施策、子育て世帯が安心して子どもを生み育てることができるた
めの取り組みをさらに進め、「子どもが幸せになる川西」を実現していきます。
ご意見を踏まえ、計画第5章（基本目標５）の課題認識において、セクシュアルマイノリ
ティや外国籍、障害のある方などが排除されることなく包摂され、必要に応じて相談や
支援を受けることができるよう地域共生社会を形成する必要がある旨、記載いたしま
す。

AO-2
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75

【69ページ】
第５章
基本目標６
社会生活を円滑に
営む上で困難を有
する子ども・若者
とその家族を支援
する

8.まとめ「計画案」では、「すべての子どもたちに人生最高のスタートを～子どもた
ちの成長を支えあえるまちづくり～」「子ども・若者の自立をみんなで応援希望が持
てる未来を」との理念が掲げられています。外国ルーツの子どもたちももちろん、
「すべての子どもたち」に含まれる川西市民です。そして、特有の困難を抱えていま
す。私たちは、川西市に暮らす市民として、彼ら彼女らの成長と、キャリアの形成に
よって、共に生きる社会が実現することを願ってやみません。外国ルーツの住民へ
の、市行政による適切で、的確な施策があってこそ、川西市は、これからも増え続け
る外国ルーツの住民、少子化の中で私たちが多くを頼っている外国ルーツの市民が、
共に「希望が持てる未来」を展望する街となり、私たちの川西市に活性化をもたらす
ものと確信いたします。そのためには、まず何よりも、実態を把握すること、外国
ルーツの住民への調査が必要と考えます。そして、その調査結果をもとに、市として
の多文化共生の政策が形作られ、私たちが日々関わっている、外国ルーツの子どもた
ちが、川西市民として共に未来を描けるような街になることを心から願っています。

すべての子どもが人生最高のスタートを切ることができるよう、市としましては、子ど
もが幸せになるための施策、子育て世帯が安心して子どもを生み育てることができるた
めの取り組みをさらに進め、「子どもが幸せになる川西」を実現していきます。
ご意見を踏まえ、計画第5章（基本目標５）の課題認識において、セクシュアルマイノリ
ティや外国籍、障害のある方などが排除されることなく包摂され、必要に応じて相談や
支援を受けることができるよう地域共生社会を形成する必要がある旨、記載いたしま
す。

AO-3

76

【69ページ】
第５章
基本目標６
社会生活を円滑に
営む上で困難を有
する子ども・若者
とその家族を支援
する

7-2、北部での日本語教育の拠点の形成を川西市北部に住む私たちのメンバーの1人
は、猪名川町国際交流協会を通じて知り合った10代後半の外国ルーツの若者を支援す
ることになりました。その若者は、川西市北部に住んでいるので、私たちが支援者と
して活動している総合センターまでは遠く、また、北部地域には日本語を学ぶことが
できる教室や、子どもの学習支援のための活動拠点がありません。そこで、近くの北
陵公民館を借りて個人で日本語レッスンを始めました。しかし、料金が発生すること
などから公民館使用はあきらめ、現在はお店で日本語の勉強をしている状況です。多
文化共生という観点から、学齢期を過ぎた若者も含め、外国につながる児童、青年、
住民たちの日本語学習や、学校の勉強をサポートできる場所が、全ての市民の学習権
を保証する行政施策として、北部にも設けられることが必要なのではと考えます。

現在市北部で日本語学習のできる場所は設けていません。一方市南部では、川西市国際
交流協会主催の「外国人のための日本語講座」が実施されています。今後、オンライン
講座の開講など北部を含む外国にルーツをもつ市民全員に日本語学習の機会を提供でき
るよう、川西市国際交流協会と協議を行い検討していきます。

AO-4

77

【69ページ】
第５章
基本目標６
社会生活を円滑に
営む上で困難を有
する子ども・若者
とその家族を支援
する

5．子ども食堂が事務的化になっているため、「こども食堂」の意図からはずれてい
るのが現状。弁当を申し込んでももらえない。事務処理が済んだのであなたの家族に
は弁当はありません。無理ですと言われた。事務的処理はやめる！

利用しやすい子ども食堂にむけて、今後も、活動団体の支援に努めていきます。 J-4

78

【71ページ】
第５章
基本目標６
（２）
経済的な困窮への
支援

1人親の家庭にかかわらず、親に育児能力が欠如している家庭の子どもが本来学ぶべ
き事や曖昧なままわかったつもりになっている所謂常識と呼ばれる事を知る機会が必
要だと思います。子どもにとって将来国民の義務となる納税や選挙、労働についてだ
けでなく、保険のしくみ、生活保護など本当に困った時にどうするか、を教えてあげ
てほしい。納税、選挙、保険、年金、医療費、生活保護、介護、刑罰、安全保障な
ど、知らなかったが故に起きる犯罪、自殺を防ぐためにも知る機会を平等に与えてほ
しいと思います。

本計画に基づき、子どもや若者の将来がその生まれ育った環境によって左右されること
とがないよう支援を行っていきます。

G
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79

【73ページ】
第５章
基本目標６
（３）
ヤングケアラーへ
の支援

6．親は働く、時間をもてあますヤングケアラーの居場所作り。対策計画及び実行。
心のはけ口をつくる。

ヤングケアラーは、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に
行っているような子どもとされており、家族へのケアのために勉強や遊びなどの時間が
奪われることが無いよう、早い段階で発見することが肝要です。そのため、子どもへの
啓発や教員への周知を図ることにより、多機関連携で行う支援に繋げていきます。

J-5

80

【73ページ】
第５章
基本目標６
（３）
ヤングケアラーへ
の支援

「④子ども・若者の状況（9）ヤングケアラー」に関連して、ヤングケアラーの問題
は昨今取り上げられる重要課題の一つであり、市内でも全国平均を上回る7％の存
在・認知がなされているが、市としての具体的な対応策について伺いたい。

R-4

81

【73ページ】
第５章
基本目標６
（３）
ヤングケアラーへ
の支援

ヤングケアラーや支援が必要な家庭への公的な支援を進めてほしいです。こどもたち
はどんどん育ちが厳しくなっています。経済的な貧困ではなく、心の貧困にこどもた
ちは苦しめられているように思います。そんなこどもたちを公的な機関が中心にな
り、地域の福祉委員さんと連携して支援が広がれば、少しでも苦しみから抜け出せそ
うな気がします。

U-2

82

【99ページ】
第７章
３－（３）
認定こども園化の
推進

子育て支援に手厚く、事業をすすめてもらいたいと思います。公設公営でこども園、
保育所を継続運営していくと明記されていることに嬉しく思いました。これからも市
として教育・保育の質を向上させてほしいと思います。質問ですが、認定こども園化
に関して「今後、これまでの成果を検証しつつ」とありますが、具体的に検証する場
はありますか？新たなこども園化の計画についてはこの検証をしっかり行い、施設の
場所や建て替えについてなど、より良い計画にしていただきたいと思います。

設置や運営の主体については、適切な手段を検討します。川西市子ども・若者未来会議
でこれまでの成果を検証するなど、今後の幼保連携型認定こども園の一体化事業に反映
していきます。

C

83

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

令和3年度生まれの子どもがいます。久代地域なので入園する幼稚園、こども園をど
こにするかとても悩んでいます。保育園も視野に入れていますが、今回落ちた方がと
ても多いとのことで入るのは難しいと感じております。3年保育で出来れば公立とな
ると加茂か、久代と南の合併園かなぁと思っているので合併園の令和7年度開園を期
待しております。また既存施設利用との事ですが古い設備のままだと魅力的なのはど
うしても新しめの加茂になってしまいます。リニューアルや新しい遊具等も取り入れ
てほしいです。

久代幼稚園と川西南保育所と一体化し、幼保連携型認定こども園とします。令和10年度
の開設をめざし、具体化に向けた検討を進めます。施設の老朽化が進んでいることか
ら、令和5年度・6年度の2カ年で、既存施設の活用か新設とするかを含め、設置場所や定
員などを決定します。また、整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令和7年度
からの次期計画に反映します。

Z

現在においても、スクールソーシャルワーカーや家庭児童相談室の相談員でヤングケア
ラーに対する支援を行っていますが、未だ声をあげることができていない子どもがいる
ことが想定されるため、子どもへヤングケアラーについて啓発をするとともに、相談窓
口について周知を図ります。また、教員などにも啓発することにより、ヤングケアラー
を早期に発見し、多機関連携で行う支援に繋げていきます。
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84

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

先日の久代幼稚園で参加させていただきました。皆様のお話を聞いてあらためて思う
ことがあったので、ここに書かせていただきます。
私は正直言って早く南保育園とつなげて子ども園にしたらいいのにと思っていました
が、現役のお母さん達の話しを聞き、やはりきれいな建物の方がいいよね。と思いま
した。そこで、思ったのですが、久代幼稚園に通っているお子さんを、一時加茂子ど
も園とあおい宙子ども園に久代枠で入れさせてもらい、先生方もそちらで子ども園で
の仕事を経験してもらってはいかがかと、その間に久代幼稚園で新しく子ども園を
作ってもらって、出来上がったら南保育園の子どもたちを、久代子ども園へ移っても
らって、南保育園の土地を園庭にしてはどうかと、その時にはもちろんそれぞれの子
ども園に行っている子ども達も久代子ども園にもどってもらう。

久代幼稚園と川西南保育所と一体化し、幼保連携型認定こども園とします。令和10年度
の開設をめざし、具体化に向けた検討を進めます。施設の老朽化が進んでいることか
ら、令和5年度・6年度の2カ年で、既存施設の活用か新設とするかを含め、設置場所や定
員などを決定します。また、整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令和7年度
からの次期計画に反映します。
また、新園舎への移行が必要な場合は、子どもや保護者への影響が少なくなるように配
慮します。

AQ

85

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

④少子化対策の一つとしても、公立幼保園は一定エリア毎に設け、どこに住んでいて
も公平に選択できるよう運営していくべきではないでしょうか。市長もそのように認
識していると述べられました。しかし同時に、市長は2月5日のタウンミーティング
(清和台公民館)にて「ただそれを言い出すと清和台、美山台、けやき坂、湯山台など
全ての地域に、歩いて通園できる公立幼稚園、子ども園を作らなければならなくな
り、それは市として現実的ではないと考えている」と全く的外れの回答を述べまし
た。これもまた話のすり替えであり、全ての地域に配置をとは誰一人要求しておら
ず、少なくとも現存のエリア毎に選択肢として公立幼稚園を残して運営していくべき
だと主張しているのです。(子ども園化を含め)今ある私立園もこの先ずっと安定的に
経営が続いていく保証などどこにもなく、仮に閉園されてしまった場合、市はどのよ
うにその地域の家庭、子ども達の保育を維持し守っていくつもりでしょうか。その時
になってまた慌てるようなことは許されません。そういう見通しの甘さ、計画性のな
さがこれまでも地域に不安を与えており、今回のような市の唐突で消極的な考え方
は、川西の少子化にさらなる拍車をかけ、市が目標に掲げている地域の活性化など到
底見込めず、今後衰退の一途を辿るものと考えます。

少子化による就学前児童人口の減少や女性の就業率の上昇などにより1号認定のニーズは
減少していることから、子どもたちに必要な集団教育保育を提供することはできないと
判断し、公立幼稚園の統廃合を計画しています。また、市立幼稚園と市立保育所を一体
化した認定こども園整備を進めてきており、今後も一体化が可能な多田幼稚園・久代幼
稚園については、引き続き認定こども園へ移行し、適切な施設の配置に努めていきま
す。

X-3

86

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

質問③川西市は市民の「公立園ニーズ」をはき違えていて、著しく実際より低く見積
もっていると思う。「市民の公立園ニーズ」は本件の重要な論点であるから、市民の
全子育て世帯にアンケートをすることを提案する。Lineなどを使えば簡単にできるは
ずである。住民投票でも何でも結構。住民アンケートの必要性や実施する意義につい
て回答を求める。

市民へのアンケート調査につきましては、令和5年度に「第2期（仮称）子ども・若者未
来計画」の策定にあたり、保育ニーズや子育て支援サービスの利用状況、子育て世帯の
意見などを把握することを目的に実施する予定としています。

AP-3

87

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

質問⑤公立こども園の通園バスを、市内の公立園不在地域に走らせるとすれば1園あ
たり、どれぐらいの予算が必要なのか？越田市長は「何千万円かする」という認識の
ようだが、バス代なんか購入費を除けば(買う必要がなく、借りれば済むから)ほとん
どは人件費のはずであり、何百万円か、多くても1,000万円台で済むはずである。

バスの事例としては、現在川西能勢口駅から市立総合医療センターまでのシャトルバス
を運行しており、その経費として半年間で1千万円以上の予算を計上している事例があり
ます。そのため、通園バスについても相応の経費が必要となると考えています。

AP-5
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88

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

・公立幼稚園と公立保育所を一体化して、認定こども園化をすすめることをやめて下
さい。現場の声をしっかりきいて下さい。
・市立認定こども園の運営については、継続していくとのことですが、そこは守って
下さい。公的な施設としてずっと運営し、絶対に民営化しないと約束して下さい。
・川西市から「保育所」をなくさないで下さい。児童福祉法24条1項に属する施設を
守って下さい。
・幼稚園などの施設はなくしてしまわず、災害時の避難場所や地域のコミュニティー
の場として存続させて下さい。
・川西市内の子どもたちにとって、子育てする人達にとって、働く人たちにとって、
安心して生活をおくれる地域づくりをめざして下さい。

市ではこれまで施設の耐震対策・老朽化対策等を図るため、市立幼稚園と市立保育所を
一体化した認定こども園の整備を進めてきました。認定こども園では午後8時までの延長
保育の実施や生後57日からの保育実施、すべての園児へ給食を提供するなど、市立幼稚
園と市立保育所が長年培ってきた経験とノウハウに基づき、一人ひとりの子どもたちに
寄り添った教育保育を実施しています。そのため、一体化が可能な園所については引き
継ぎ一体化による認定こども園への移行を進めていきます。
設置や運営の主体については、適切な手段を検討します。
小戸保育所と川西中央保育所については、継続して運営する方針ですが、いずれの施設
も老朽化しており、老朽化への対応を検討する必要があります。
災害時の避難場所や地域のコミュニティの場など地域の拠点となる場所は、幼稚園に限
らず別の施設でも代替可能であると考えます。
市としましては、子どもが幸せになるための施策、子育て世帯が安心して子どもを生み
育てることができるための取り組みをさらに進めていくとともに、すべての市民が「何
気ない日常に幸せを感じるまち」をめざします。

AY

89

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

計画案の第7章のところで市立就学前教育保育施設のあり方についてありますが、認
定子ども化によって公立は2園のみになり、児童福祉法24条2項に含まれる施設で公的
責任から外れるのではないでしょうか。やはり、市立での運営を継続するとするなら
ば、そこはしっかり守っていただきたいと思います。又、幼稚園と保育所が一体化さ
れることで、場所の不便さ規模が大きくなり、つめこみや適性な環境というところで
の心配があると保護者から、声も聞きます。保育園、幼稚園のそれぞれの良さはどこ
まで生かせるのかとも思います。しっかり議論して頂き子どもたちが安心して過ごせ
る環境、発達保障を一番に考えてほしいと思います。

市ではこれまで施設の耐震対策・老朽化対策等を図るため、市立幼稚園と市立保育所を
一体化した認定こども園の整備を進めてきました。認定こども園では午後8時までの延長
保育の実施や生後57日からの保育実施、すべての園児へ給食を提供するなど、市立幼稚
園と市立保育所が長年培ってきた経験とノウハウに基づき、一人ひとりの子どもたちに
寄り添った教育保育を実施しています。そのため、一体化が可能な園については引き継
ぎ一体化による認定こども園への移行を進めていきます。
設置や運営の主体については、適切な手段を検討します。

BA

90

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

今後も市立での運営の継続をお願いします。 BC

91

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

市立での運営継続をお願いします。 BD

92

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

子どもの数がどんどんと減っているのに、なぜその対応が子育てをしにくい環境づく
りになっているのか疑問です。認定こども園ばかりを増やすことで何のメリットが子
どもたちにあるのでしょうか。1つの施設に大勢の子どもを集めての保育では集団の
力を育てるどころかマイナス面も多くあります！数百人もの子どもの1人ひとりの表
情を確認するどころか、どこにいるのかもわからなくなるかも！？どうぞこのまま保
育園保育所を守り続けて下さい。

市立幼稚園と市立保育所については、施設の老朽化対策等のため、一体化が可能な園所
については幼保連携型認定こども園への移行を基本的な考え方としています。幼保連携
型認定こども園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状況にかか
わらず１つの施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。これまで整備して
きました市立幼保連携型認定こども園においては、従来の市立幼稚園と市立保育所が
培ってきた経験とノウハウに基づき、一人ひとりの子どもたちに寄り添った教育保育を
行っています。

BE

こども園の設置や運営の主体などを含む詳細については、令和6年度までに決定し、令和
7年度からの次期計画に反映します
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93

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

幼稚園と保育園を減らし、認定子ども園化することには反対です。一体化して規模が
大きくなり不安です。災害時や火災など、もしもの時にしっかり一人一人を把握して
守れるのでしょうか。少人数での保育は園児だけでなく、保育士さんや保護者にも大
切だと思います。

これまで整備してきた市立幼保連携型認定こども園においては、従来の市立幼稚園と市
立保育所が培ってきた経験とノウハウに基づいた運営を行っており、各年齢ごとにクラ
スを編成し、専用の保育室で教育保育を提供しています。また、幼保連携型認定こども
園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状況にかかわらず１つの
施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。市としましては、市立幼稚園と
市立保育所の一体化が可能な園所については、引き続き一体化を促進していきます。

AF

94

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

認定こども園のメリットのみが取り上げられているように感じる。デメリットも含め
て提示し、個々が考えて選択できるようにして欲しい。
特に乳児は大人の目が必要と感じているので、大規模になった時、本当に一人一人に
目が向けれているのかとっても気になる。
このご時世、共働きの家族が殆どと思うので、親が安心して働くためにも保育園は必
要と思う。

幼保連携型認定こども園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状
況にかかわらず１つの施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。一方、デ
メリットとしては、例えば保護者の就労状況により1号認定から2号認定に変更が必要な
場合でも、2号認定定員に空きがない際は変更ができず、2号認定定員の空きがある施設
への転園等となる可能性がある点などです。
乳児については、0歳児クラスを設置し、保育を提供しています。

Y

95

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

認定こども園化を進めることに反対の意見を持っています。この間コロナ禍で保育を
進めてきた現場の声をあげたいと思います。少人数での保育を重ねた時期がありまし
た。子どもの発達がしっかりと把握できたこと。保護者と話をする機会が増えた。職
員同士で話をする時間ができ、保育を進める上でも意志疎通しやすくなった。ゆとり
をもって保育をするということがどれ程、子どもにも職員にとっても大切なのかを実
感しています。また、通常にもどってからは、コロナ禍での保育を組み立てるのに
は、こどもの人数の多さ、保育室が足りない、職員が足りない、保育の難しさを感じ
ます。災害時、子どもの命を守れるのか。一体化され、大規模の施設、子どもの数、
職員の数、保護者の数、規模が大きくなることで、一つ一つの繋がりがきうすにな
り、助け合いながらの子育てや保育は存在しなくなると考えます。子育てするなら川
西で!といわれるようにするためにも、今一つ考え直すべきことがあるのではないか
と思います。支援児童が年々増えています。集団の中で育つ子どもたちです。職員集
団の質が大切です。大規模になれば、自分のクラスだけ、クラスのことで精一杯にな
ります。子どものことを保護者のことをクラスを越えて共に考えることのできる集団
にはならないでしょう。認定こども園を当面は市立運営とされていますが、文字通
り、こども園になると児福24条2項に値します。将来的には公的責任からはずされた
施設が増えると言うことになります。子育てするなら川西で!といわれるように、将
来を見据えた計画を。子どもの命を守る川西市であってほしいと強く望みます。川西
市で働いてて良かったと思える施策を。保育の質の歴史のある公立保育所を存続する
こと、将来的にも公的責任の上での保育施設ができる施策をぜひ、よろしくお願いし
ます。

市立幼稚園と市立保育所については、施設の老朽化対策等のため、一体化が可能な園所
については幼保連携型認定こども園への移行を基本的な考え方としています。
幼保連携型認定こども園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状
況にかかわらず１つの施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。
なお、市立幼保連携型認定こども園については、継続して運営を続け、地域における幼
児教育保育及び地域子育て支援拠点となる機能を担う施設となるよう検討を進めていき
ます。

AG

96

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

母親のニーズも多様化しており、子育ての拠点を作る考えではなく、市内に、さまざ
まな理念の保育所や幼稚園があり母親（両親）が選択できることが必要だと思いま
す。こども園に集約化することで、そこに合わない子どもや、子どもの個性や感性を
育むことが難しい場合もあるため、その対策も必要だと思います。

本市には50以上の就学前教育保育施設がありますので、保護者のニーズに応じた施設の
選択や利用がなされていると考えています。
市立幼稚園と市立保育所については、一体化が可能な園所については幼保連携型認定こ
ども園への移行を基本的な考え方とします。

AS
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97

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

「現在ある市立幼稚園と市立保育園の一本化だけではなく市立保育園がない地域でも
「地域のニーズ」「地域での子育て支援」をできる環境整備のために市立幼保型連携
こども園の整備を進める」と記載してください。
理由：子ども・若者未来計画（案）に「地域の子育て支援」「地域のニーズ」が何度
も書かれています。「市立保育園がないから認定こども園化しない」のであれば「地
域の子育て支援」及び「地域のニーズ」を無視した施策になります。　

本市では親子の交流機会や子育て関連情報を提供するとともに、保育士や相談員が子育
ての不安や悩みなどの相談に応じる地域子育て支援拠点を全中学校区に整備していま
す。
市立幼保連携型認定こども園については、就学前教育保育に関する質の向上などに関す
る地域の拠点となる施設とするよう検討予定であり、市内の各地域に市立幼保連携型認
定こども園を整備する考えはありません。

AV-3

98

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

子どもを市内保育園に通わせている者です。せっかく保育園、幼稚園が地域と共に育
んできた関係性やそれぞれの国の個性がある中で、こども園がどんどんと増え、大人
数が大きな園舎で保育園と幼稚園の要素を混ぜて運営される事に不安はあります。少
人数でしかできないよい保育もありますし、保育園児と幼稚園児では家での日常生活
も全然違うと思います。そこを一緒に活動させたり保護者としてもクラスでのまとま
りが出にくいのではないでしょうか。私自身がすばらしい保育園での保護者との出会
いで育児の大変さが減ったと思いますので、大規模な施設で名前も覚えられないよう
な人数というのが単純に「ほっとできる場所になるだろうか…」と思ってしまいま
す。全てはその園の先生や園の方針によるとは思いますが、保育や福祉への予算が少
ない中、先生達も負担がかかり本当に子ども達のためになる施設にできるのでしょう
か。そのあたりも含め、子どもとその親たちのほっとできる地域での育児を推進して
いただけます様、よろしくお願い致します。

幼保連携型認定こども園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状
況にかかわらず１つの施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。これまで
整備してきました市立幼保連携型認定こども園においては、従来の市立幼稚園と市立保
育所が培ってきた経験とノウハウに基づき、一人ひとりの子どもたちに寄り添った教育
保育を行っています。
市としましては、限られた財源を有効活用し、子どもが幸せになるための施策、子育て
世帯が安心して子どもを生み育てることができるための取り組みをさらに進め、「子ど
もが幸せになる川西」を実現していきます。

BB

99

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

規模が大きくなることでの保育の保証をしっかりとしてほしいです。

これまで整備してきた市立幼保連携型認定こども園においては、従来の市立幼稚園と市
立保育所が培ってきた経験とノウハウに基づいた運営を行っており、各年齢ごとにクラ
スを編成し、専用の保育室で教育保育を提供しています。また、幼保連携型認定こども
園については、すべての子どもへの給食提供や、保護者の就労状況にかかわらず１つの
施設で子どもを預けられるなどのメリットがあります。市としましては、市立幼稚園と
市立保育所の一体化が可能な園所については、引き続き一体化を促進していきます。

BF

100

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

①2月5日のタウンミーティング(清和台公民館)において、市長は「清和台における子
ども園化はニーズがない」と発言されました。清和台エリアにおいて子ども園化の
ニーズがないとされる根拠を明確にお示し下さい。
②清和台幼稚園の子ども園化については、本当にニーズがないのかを含め、該当地域
住民を対象にしたアンケート調査等を実施し、市民が納得できるよう公開して下さ
い。実態や市民の声もきちんと把握せず、清和台エリアの将来を含め、市長の個人的
見解で「ニーズがない」と決めつけるのは、あまりにも時期尚早で無責任です。今
後、清和台けやき坂エリアにおける子育て世帯の流入及び活性化のためには、市立就
学前保育施設等の充実を図ることは不可避であると考えます。市側は都合の悪い結果
が出ることを恐れて逃げているとしか思えないため、もしそうでないのならば是非、
正々堂々と実態調査、結果の公表をお願い致します。

清和台中学校区には、私立認定こども園が3園立地しており、1号ニーズ以上の定員が設
定されていること、今後も就学前人口の減少が見込まれることや市全体での1号認定定員
の過剰が顕著となっている状況等を踏まえ、清和台幼稚園を認定こども園とする予定は
ありません。

X-1
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101

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

教育面に少し関心を持ち関わってきました。多田の現小学校に以前は中学校、現の公
民館に幼稚園とすべてが統合した学校でした。多田に古くからお住まいの方は寂しい
思いをされる方がおられると思います。しかし、この時世少子高齢化の時に子どもの
事を大優先に考えた時5人以下になれば認定こども園の取り組みが必要になって来る
と思います。市長、教育長の説明通りだと思いますが自分のお子さんを入園するとき
の心配があると思います。市内で認定こども園で運営されている地域もあるので地域
の課題、子どもに対すること、園で働く方の課題等を市民に分かる様に情報提供する
べきであると思います。この様なことを地域や当事者に情報提供することでお子さん
を抱えている方が安心できるのではないかと思います。少人数での教育も大切だと思
いますが多くの子ども達との関わりが教育面では大切であると思っています。是非、
地域が安心して保育教育に関われるようにお願い致します。

多田幼稚園と多田保育所を一体化し、幼保連携型認定こども園とします。令和10年度の
開設をめざし、具体化に向けた検討を進めます。施設の老朽化が進んでいることから、
令和5年度・6年度の2カ年で、既存施設の活用か新設とするかを含め、設置場所や定員な
どを決定します。また、整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令和7年度から
の次期計画に反映します。
こども園を整備する際は、保護者の方が心配や不安を抱かないようにするため、説明や
情報提供をしっかりと行います。

AX

102

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

多田幼稚園が保育所として廃園なるかもしれないとのことでした。幼稚園跡地をコ
ミュニティ会館に移行することはできないでしょうか。あるいは、現コミュニティ会
館を増築することは不可能でしょうか。

多田幼稚園と多田保育所を一体化し、幼保連携型認定こども園とします。令和10年度の
開設をめざし、具体化に向けた検討を進めます。施設の老朽化が進んでいることから、
令和5年度・6年度の2カ年で、既存施設の活用か新設とするかを含め、設置場所や定員な
どを決定します。また、整備手法や運営方法についても合わせて検討し、令和7年度から
の次期計画に反映します。仮に、いずれかの施設の場所へ集約化するとした場合の跡地
の活用方法については、地域住民の意向なども考慮して、施設の活用方法などを検討し
ます。

BG

103

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

⑥小学校の空き教室を利用した保育(4，5歳児)等の提案
仮にこのまま清和台幼稚園が閉園され、多田幼稚園の存続及び子ども園化も未定(時
期や場所も現時点で不明)なのであれば、石田教育長の言う公平性という観点からも
是非、公立を希望する清和台けやき坂エリアの子ども達が取り残されることのないよ
う配慮して下さい。多田子ども園が開設されるまでの期間に限ってでも、暫定的に小
学校の空き教室を利用した保育など、前向きで柔軟な検討をお願いします。(清和台
とけやき坂両方なのか、どちらか一箇所で開設するのか等は実態把握の上で)
現状、子どもの数が減っているのであれば、どの学校にも空き教室は存在するはず
で、その開設に余計な費用も必要なく、今ある環境を有効活用できるのではないで
しょうか。また、当然ながら園区内の小学校であれば通園支援の必要も一切ありませ
ん。サービスの拡充と捉えられるようなことが近隣の私立園等に対して後ろめたいの
であれば、預かり時間、給食なし、2年保育(4，5歳児対象)など、利用条件に関して
はこれまでの公立幼稚園に準ずるものとし、開設期間も多田子ども園の開園までとす
るなど、是非柔軟に検討してもらえないでしょうか。

ご意見のように小学校の空き教室を利用した暫定的な教育保育を実施した場合でも、集
団教育の維持が困難であると考えるため、清和台幼稚園については令和5年度末を目途に
閉園とする方針です。

X-5
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104

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

これまで清和台幼稚園の存続に向けた工夫や努力を一切せず、閉園後の支援や地域へ
の配慮もなく
・3年保育も実施しない
・給食も実施しない
・子ども園化も検討しない
・通園支援もしない
・近隣の東谷幼稚園は廃園を示唆
・多田幼稚園も休園の可能性を示唆
など、一方的に選択肢を奪われるばかりで、不安と不満しかありません。どうか、行
政と市民がお互い歩み寄り、折り合いをつけられるよう建設的な話し合いを重ね、時
代に即した柔軟で前向きな発想転換をし、長期的に見て若者子育て世帯の未来が明る
く、地域、川西全体が活性化するような選択、検討をお願い致します。

清和台中学校区には、私立認定こども園が3園立地しており、1号ニーズ以上の定員が設
定されていること、今後も就学前人口の減少が見込まれることや市全体での1号認定定員
の過剰が顕著となっている状況等を踏まえ、多額の費用をかけて給食の実施や3年保育を
実施する考えはなく、またこども園化をする予定もありません。
そのため、清和台幼稚園において集団教育の維持が困難であることから、令和5年度末を
目途に閉園とする方針です。
清和台幼稚園を閉園した後の施設については、当該地域住民の意向なども考慮し、まち
づくり全体の観点から施設の活用方法などを検討します。

X-6

105

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

質問①清和台から多田幼稚園への自転車での子どもの送迎は非常に労力を要し、危険
である。何故、清和台の市民は今まで歩いて通園できたのに、市の一方的かつ非合理
的な廃園のアオリを受けて、そのような労力の負担と危険を背負わなければいけない
のか?市中南部の全域の市民にはそのような負担はない。また「自動車や自転車で送
迎可能」なことを理由に、「市内の全域から公立園を選択でき、不公平は存在しな
い」という市の考え方は、行政として間違ってないか？

本市では、市全体での1号認定定員の過剰が顕著であり、施設を利用できる選択肢が確保
されていると考えています。中学校区内において市立幼稚園がない地域もあり、市とし
て通園支援は行っていないため、今回の清和台幼稚園を閉園とする場合に関しても通園
支援を行う予定はありません。
一方で、ご指摘のとおり清和台幼稚園の閉園に伴い、市立施設をご希望される場合は通
園時間の増加が懸念されますが、今後も就学前人口の減少が見込まれること、施設の老
朽化や建て替えに必要なコストなどから総合的に判断した結果、清和台幼稚園の建て替
えやこども園化はせずに、閉園とする方針を決定しました。
なお、公共交通や移動手段等については、就学前教育保育施設の観点だけでなく、地域
交通全体の観点から検討していくべき課題であると考えています。

AP-1

106

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

質問④2月5日に清和台で行われたタウンミーティングについて、10時から他会場と同
じ2時間を行政は用意していた(実際には10時から12時半まで、2時間30分開会した)
が、昨年の清和台での3度の紛糾具合からみて2時間が短すぎたこことは明らかであ
る。実際に私を含めて、何人もの地区住民が発言や質問の分量を控えた。はっきり
言って不満が残り、行政の不誠実さを感じさせた。4会場3日間のタウンミーティング
において、廃園見込みが確定している清和台のみ、同じ日の午後に他会場(多田)を入
れている日程にも不信感が募った。市が廃園方針を明言している清和台においては、
すべての地区住民の質問に答えるぐらい長時間(といっても4時間ぐらいで十分だと思
う)の説明会をやるべきだった、今後はそうすべきだ、と考えるが、市の見解を問い
たい。

タウンミーティングの趣旨は、本計画（案）のうち、主に第7章「就学前教育保育施設の
あり方」について、市立幼稚園がある地域の住民のみなさまからご意見を伺うもので
す。そのため、各地域で同一の時間設定としています。また、パブリックコメントにて
意見を提出できる機会も設定をしているため、2時間の時間設定としました。

AP-4

107

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

意見: 閉園にします→閉園を検討します、に訂正してください。
理由: パブリックコメント募集時点で議会の承認を得ていない

清和台幼稚園において集団教育の維持が困難であることから、令和5年度末を目途に閉園
とする方針です。なお、閉園の決定は、閉園に関する条例が市議会において可決される
ことが条件となります。

AV-4
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108

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

清和台幼稚園、東谷幼稚園の閉園を前提とするのであれば閉園後の計画を明記し、 
パブリックコメントを募集して下さい。
理由:「私立幼稚園」 等への支援については多くの記載がありますが、 清和台幼稚
園及 東谷幼稚園閉園後、経済的に私立園に通園が困難であったり、私立の特色ある
教育になじめない、また私立幼稚園に入園を拒否された等の子どもたちに対してどの
ような支援をするのか?私立幼稚園等への支援の前に、本計画(案)の基本目標にある
よう、すべての子どもたちが平等に教育保育を受けられるよう、 私立園に支援・依
存するのではなく、市としての役割・責任を計画(案)で明らかにしてください。 本
計画(案) に必要なのは私立園への支援ではなく川西市の子どもたちへの支援です。 
それがないまま、市立園の閉園を検討すべきではありません。

清和台幼稚園において集団教育の維持が困難であることから、令和5年度末を目途に閉園
とする方針としています。
現状として、多くの就学前児童は私立施設を利用しているとともに、本市には50以上の
就学前教育保育施設がありますので、保護者のニーズに応じた施設の選択や利用がなさ
れていると考えています。今後とも市立施設と私立施設が連携・協力し、教育保育の充
実に取り組んでいきます。
なお、閉園後の施設については、地域住民のご意向なども考慮し、まちづくり全体の観
点から施設の活用方法などを検討します。

AV-6

109

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

③通園支援(バス)について、仮に清和台幼稚園が閉園となると、清和台、けやき坂エ
リアの園児は他の市立就学前保育施設への通園が明らかに遠く、負担となります。
(市の方針によれば多田幼稚園及び東谷幼稚園の存続も怪しく、多田の子ども園化も
時期や場所共に未定のため、現状、近隣となると牧の台みどりこども園となる)その
ため、せめて通園バス等を走らせてもらえないかと度々要望するも、市側は全く応じ
ず。さらに、2月5日のタウンミーティング(清和台公民館)において石田教育長は「税
金でバスを走らせるとなると清和台エリアだけというわけにはいかず、市内全域で走
らせないと不公平感がうまれるため、実現は難しいと感じている」と発言。なぜ市内
全域で公立幼保園への通園バスが必要になるという話のすり替えになるのでしょう
か？全く的外れで答えになっていません。まずは地域の公立幼稚園を選択できなくな
る空白園区(清和台、けやき坂エリア)においてのみ検討すれば良いはずです。

本市では、市全体での1号認定定員の過剰が顕著であり、市立・私立を問わず施設を利用
できる選択肢が確保されていると考えています。園バスについて、中学校区内において
市立幼稚園がない地域もありますが、市として通園支援は行っていないため、今回の清
和台幼稚園を閉園とする場合に関しても通園支援を行う予定はありません。
なお、公共交通や移動手段等については、就学前教育保育施設の観点だけでなく、地域
交通全体の観点から検討していくべき課題であると考えています。

X-2

110

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

⑤清和台幼稚園の在り方については、計画性のない市の一方的且つその都度ブレる方
針に、これまで多くの家庭が振り回されてきており、ここにきて突然の閉園時期の一
年延長(市が園児募集を行わなかったため在園児は1人となる)など、あまりにも無責
任です。一人のために開園している幼稚園など前代未聞であり、またその運営、カリ
キュラム作成など限りなく不可能に近く、何より全く公平とは言えません。このよう
な状況を生んだのは市の責任であり、重く受け止めるべきです。清和台幼稚園は閉園
ではなく一旦休園とし、ここから早期に行政と地域住民の話し合いを重ね、あり方を
再度慎重に検討し直すべきだと考えます。

清和台幼稚園において集団教育の維持が困難であることから、令和5年度末を目途に閉園
とする方針に変更はありません。また、今回の入園児童数の減少につきましては、教育
保育の無償化により保育ニーズが長期間・長時間へのシフトしたことなどによる、市立
幼稚園利用のニーズ低下によるものと考えています。なお、閉園の決定は、閉園に関す
る条例が市議会において可決されることが条件となります。

X-4
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111

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

幼児教育問題。主体性を大事にする保育が求められている。この幼少期から子どもが
考えて、意見を言えるそんな保育をすべき。個性を大切にして、いいところをのばす
保育。みんなと違う、障害があるからと表舞台からはずすようなことはせず認め合
い、理解し合うそんな保育を東谷幼稚園ではしていて感心する。ある日子どもが、〇
〇ちゃんは絶対お当番しないんだよね、いやなんだって。でもね、めっちゃ絵がうま
いねん！と話してきた。子どもは自然とお友達のいい所をみていることに驚いた。不
適切保育が問題になってる中、やはり先生も人間。余裕がないと。大人数の保育では
個性どころか、保育の内容も厳しくなる。小規模幼稚園があってもいいのでは。東谷
幼稚園をなくすのは本当に惜しい。こども園化にすると共働きの家庭にもありがた
い。転居による受け入れも私立は断ることができるが公立なら受け入れてくれるので
ありがたい。

AB-3

112

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

久代幼稚園と川西南の一体化によるこども園化、多田幼稚園と多田保育園の一体化に
よるこども園化には賛成である。ところで、清和台幼稚園は廃園が決まってしまった
が、今後状況によって廃園が予想される東谷幼稚園を単独でこども園化することはで
きないのか。保育所又はこども園の2・3号認定は定員を超えた運用がされているのに
も関わらず、更なる保育ニーズの増加が計画では想定されている。こども園化し園区
なども見直せば、保育を求める家庭の潜在的な待機児童の受け皿となり、且つ、幼稚
園を選択する家庭についても昨今の3年保育や給食を求めるニーズも満たすことによ
り、市立園を選ぶ動機づけになるのではないか。
また、施設の新設が難しくとも、市立こども園の1号認定園児向け一時預かり時間
（現在最大16時まで）を例えば新2号認定を受けたものに限定するなどして、有料で
18時頃まで拡大するといったことを行ってはどうか。たとえ、2号認定の枠がなくと
も、ある程度の時間預かってもらえれば、フルタイムでの職場復帰等がしやすいと考
える。

AI-2

東谷中学校区には、市立認定こども園が1園、私立認定こども園が3園立地しており、1号
認定ニーズ以上の定員が設定されていること、今後も就学前人口の減少が見込まれるこ
とや市全体での1号認定定員が過剰となっている状況等を踏まえ、東谷幼稚園を市立の認
定こども園とする予定はありません。
なお、令和5年度に入園する4歳児クラスの児童数が5人未満となる見込みであることか
ら、令和5年度の園児募集（令和6年度入園）は行わず、閉園等を検討します。その際、
在園児や令和6年度入園希望の方については転園先の確保などについて、支援を実施しま
す。
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113

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

計画の100ページの今後の方針と事業計画の部分ですが、ここに書かれています、東
谷幼稚園の閉園について、私は、単なる廃園には絶対反対です。
その理由について、仮に東谷幼稚園が廃園になった場合、東谷地域での幼稚園利用希
望と定員の状況を考えて見ますと、東谷小学校区で考えますと、3～5才児が4年度は
じめに259名おり、この内、幼稚園機能利用希望率は市のデータによると53.7%で139
名でありますが、利用定員は山下教会めぐみ園の66名しか無く、73名分が不足しま
す。
また東谷中学校区で考えますと、3～5才児は641名であり、幼稚園機能利用希望者は
344名となりますが、これに対する利用定員は286名しか無いため58名分定員不足とな
ります。
次にすこし、視点を変えて、幼稚園の通園区域について考えて見ますと、文部科学省
に幼稚園の施設整備指針がありますが、ここでは、通園区域は、幼児が疲労を感じな
い程度の通園距離、時間を設定することが望ましいとしています。
この指針の趣旨を踏まえて、仮に東谷幼稚園が廃園になった場合を考えますと、園区
がどうなるか今のところハッキリしませんが、たぶん一番近い牧の台みどり認定こど
も園になるのではないかと思いますが、考えてみてください、東谷地域は他の地域に
比べて、小学校区も中学校区も大変広大な面積を有する地域です、一庫や西畦野や笹
部からとても、幼児が通園できるものではありません。国の指針の趣旨を著しく逸脱
していると考えます。
以上のように、幼稚園廃園後の東谷において、小学校区でも、中学校区で考えても、
幼稚園機能利用の定員が60名～70名不足する状況がありますし、牧・みどりこども園
に通園するにしても遠すぎて幼児が通える限界を超えています。
このような理由から、私は100ページにあるように、仮に東谷幼稚園が閉園となる場
合でも、単なる廃園は絶対反対です、跡地やあるいはこの付近に、今のニーズに合っ
た就学前教育保育施設を必ず確保すべきであると考えます。

AM

114

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

本日のタウンミーティングの中でいろいろな意見がありましたが、東谷の幼稚園の廃
園は絶対に止めて頂きたいとの思いです。公設公営が望ましいですが、せめて公設民
営の検討をぜひお願いします。

AR

東谷中学校区には、市立認定こども園が1園、私立認定こども園が3園立地しており、1号
認定ニーズ以上の定員が設定されていること、今後も就学前人口の減少が見込まれるこ
とや市全体での1号認定定員が過剰となっている状況等を踏まえ、東谷幼稚園を市立の認
定こども園とする予定はありません。
なお、令和5年度に入園する4歳児クラスの児童数が5人未満となる見込みであることか
ら、令和5年度の園児募集（令和6年度入園）は行わず、閉園等を検討します。その際、
在園児や令和6年度入園希望の方については転園先の確保などについて、支援を実施しま
す。
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115

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

私は東谷コミュニティで笑顔溢れるまちづくりを目指して活動しています。その為に
は①福祉②教育③医療④交通政策⑤買い回りの利便性⑥公園を含めた交流の場づくり
⑦雇用の創出と提供が生活基盤、環境として欠かせない要素と考えております。この
中で今回②教育の「東谷幼稚園が閉園になるかもしれない」という問題が出ておりま
す。東谷幼稚園がなくなると、子育て世代の若者が転入しなくなり東谷出身者の若者
がUターンできなくなり、過疎化につながりかねません。それどころか、東谷地区は
適度な自然があり、まず若者世代に子育てには適している場所と捉えてもらえると思
います。その為には、東谷幼稚園を「公設民営こども園」として学童保育も含めた施
設として存続をお願いします。そうすれば、子育て世代の若者が転入及びUターンし
てくれ活性化します。現今全国的にも人口減少で悩んでおられる自治体が多い中、東
谷地区を有効活用していただければ、川西市は唯一人口が増えて活性化し、「笑顔あ
ふれるまちづくり」が出来ると思います。東谷幼稚園を「公設民営こども園＋学童保
育の施設」として存続をお願いします。

AT

116

【100ページ】
第７章
４（１）
市立幼稚園・市立
保育所・市立認定
こども園の方針と
事業計画

市立認定こども園にして下さい。
理由: 東谷幼稚園は 「地域での子育て支援」 「地域にニーズ」 の観点から必要な
施設です。 すべてのこどもが安心して通え、小学校との連携もできています。 市立
東谷幼稚園が閉園すれば、すべての子どもが就園前教育を等しく受けられる環境では
なくなります。 子ども・若者未来計画(案) の理念に反します。

AV-5

117 【その他】

 「こども未来部」が市長部局に移す計画がある現段階で本計画(案)の作成は延期し
てください。 小学校へのスムーズな入学を視野に入れた教育 小学校との連携等が必
要なことは本計画(案) の中にもたびたび記載されています。それにも関わらず、就
学前の子どもたちの教育保育をなぜ教育委員会から切り離すのか? その理由・意図が
わからないまま「こども未来部」を教育委員会から切り離すのは反対です。 このよ
うな前代未聞の組織変更を計画しているのなら、変更後に計画を作成しパブリックコ
メントを募集してください。

こども未来部を市長部局とすることについては、「政策は子ども・教育から始めるとい
う考え」のもと、福祉、保健分野と密に連携を図ることができるよう、教育委員会との
役割分担を見直しました。子ども・子育て支援施策、児童福祉施策については、市長の
権限において執行すべき事項であると考えており、教育委員会から市長部局への所管と
いう基本の姿に戻し「子どもが幸せになる川西をつくる」という思いを実現するため、
より強力かつ迅速に子ども・子育て支援施策を推進していきます。
なお、幼稚園やこども園、保育所の運営に関する所管は、小学校との接続や幼児教育保
育の振興の観点から、引き続き教育委員会が担いますが、こども未来部との連携を確保
することで、教育施策と子ども・子育て施策の協調を図り、子どもたちの最善の利益の
実現に努めます。

AV-7

東谷中学校区には、市立認定こども園が1園、私立認定こども園が3園立地しており、1号
認定ニーズ以上の定員が設定されていること、今後も就学前人口の減少が見込まれるこ
とや市全体での1号認定定員が過剰となっている状況等を踏まえ、東谷幼稚園を市立の認
定こども園とする予定はありません。
なお、令和5年度に入園する4歳児クラスの児童数が5人未満となる見込みであることか
ら、令和5年度の園児募集（令和6年度入園）は行わず、閉園等を検討します。その際、
在園児や令和6年度入園希望の方については転園先の確保などについて、支援を実施しま
す。
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118 【その他】

畦野の旧川西病院についてです。私は家を買う時に、働きながら子育てすること、自
然が近いことを前提に、駅・幼稚園・学校・病院が徒歩圏内にある今の地域を選びま
した。
ところが、川西病院が移転して、結局畦野の施設が内科・小児科の応急診療施設にな
りました。(しかもネットで調べようにも旧川西病院としか思いつかずうまくヒット
しなくて苦労しました)自分の子どもたちに「ここは子育てにいい町だよ」と言うに
は、産婦人科・小児科がなくなったのは本当に残念ですし、何よりびっくりしたの
は、発熱外来がなかったことです。これなら田舎の中心部の方がまだ全部揃ってると
感じます。川西市は南北に長く、人口が集中している中心部に施設を作るのは分かり
ますが、あまりにも北部が捨てられてるなと感じます。何か災害があった時に、拠点
となる医療施設があるのでしょうか？北部の人数に対応できる内容になっているので
しょうか？
まだまだコロナは落ち着かないですし、他の病気がまた流行るかもしれません。移転
するにしても、川西病院と同等レベルとは言いませんが、発熱外来ができるような体
制は作ってください。本当にご検討をよろしくお願いいたします。

市立川西病院は、市民の命と健康を守るため、地域の中核的な病院としての役割を担っ
てきましたが、施設の老朽化や赤字経営が続いたことなどから、病院の立地や経営形態
の見直しを含めた抜本的な改革が必要でした。
将来にわたっても、市民に安心で安全な医療を提供するためには公立病院が必要であ
り、これらの課題に対応するためには、民間的経営手法を活用した指定管理者制度を導
入し、新病院をキセラ川西内に建設する、川西市立総合医療センターの整備が必要であ
ると決断しました。
また、医師をはじめとした医療資源については限界があることから、地域全体で最大限
効率的に活用する必要があるため、総合医療センターにおいて医療資源の集約化を推進
することで、高度医療救急医療の質の向上を図り、また、地域の診療所と協力連携体制
を構築し、病診連携を促進することで、北部のみならず市全体として安心で安全な医療
体制を整備していきます。
また、市立川西病院閉院後の医療ニーズに対応するため、令和5年4月に開院する川西リ
ハビリテーション病院では、平日の内科1診に加えて地域から要望の多かった小児科１診
と休日診療（内科）を実施することで外来診療の充実化を図ってまいります。
発熱の症状が出た場合には、まず、かかりつけ医に電話でご相談ください。北部地域に
おいても、日ごろから通院されている患者様へは抗原検査等を実施している医療機関も
あるとお聞きしています。
発熱外来の実施については、各医療機関の裁量に委ねられているため、市が医療機関を
指導する立場にはございません。地域の方からご意見があったことは医師会にお伝えし
ます。

P
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